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別紙様式１－２－２ 京都教育大学

・教員の年齢別・性別内訳（別紙様式１－２－２）

35～ 45～ 55～

44歳 54歳 64歳

教授 62 49 13 0 2 14 41 5
准教授 33 22 11 0 17 12 4 0
講師 7 2 5 3 4 0 0 0
助教 0 0 0 0 0 0 0 0
計 102 73 29 3 23 26 45 5
％ 71.6% 28.4% 2.9% 22.5% 25.5% 44.1% 4.9%

教授 14 12 2 0 0 0 12 2
准教授 8 5 3 0 3 3 2 0
講師 0 0 0 0 0 0 0 0
助教 0 0 0 0 0 0 0 0
計 22 17 5 0 3 3 14 2
％ 77.3% 4.9% 0.0% 2.9% 2.9% 13.7% 2.0%

【分析の手順】
・教育研究上の基本組織ごとに、教員の年齢及び性別の構成を職階別に確認する。

基準１－２　教育研究活動等の展開に必要な教員が適切に配置されていること

分析項目１－２－２ 教員の年齢及び性別の構成が、著しく偏っていないこと

所属 職名 人数 

内訳

性別 年齢

男性 女性

※学部・研究科ごとに算出してください。
※算出にあたっては、認証評価共通基礎データ様式【大学用】様式１の「教員組織」のデータと整合性をとってください。

～34歳 65歳～

教育学部・教育学研究科

連合教職実践研究科



別紙様式１－３－１ 
京都教育大学 

基準１－３ 教育研究活動等を展開する上で、必要な運営体制が適切に整備され機能していること 
 

分析項目１－３－１ 教員の組織的な役割分担の下で、教育研究に係る責任の所在が明確になっていること 

 

【分析の手順】  

・教員の所属する教員組織（学部・研究科等又は研究院等）及び学部・研究科等における教育の担当の状況について確認する。 

・学部と大学院それぞれの教員組織における責任体制（学部であれば学部長、学科であれば学科長あるいは学科主任等）についても確認する。 

 

・教員組織と教育組織の対応表（別紙様式１－３－１） 

教員組織 
主に対応する教育組織 

根拠資料 
学士課程 大学院課程 

教育学部 教育学部  1-3-1-02_学則 

教育学研究科  教育学研究科 1-3-1-03_教育学研究科規則 

連合教職実践研究科  連合教職実践研究科 1-3-1-04_連合教職実践研究科規則 

 



別紙様式１－３－２ 
京都教育大学 

基準１－３ 教育研究活動等を展開する上で、必要な運営体制が適切に整備され機能していること 
 

分析項目１－３－２ 教授会等が、教育活動に係る重要事項を審議するための必要な活動を行っていること 

 

【分析の手順】  

・教授会等（教育活動に係る重要事項を審議するための組織）について、構成、責任体制及び審議事項、権限委任事項等を確認する。 

・規定上の開催頻度と前年度における開催実績を確認する。 

※教育活動に係る重要な審議事項とは、学校教育法第 93 条第 2項に定めるものをいう。 

 

・規定上の開催頻度と前年度における開催実績一覧（別紙様式１－３－２） 

会議等名称 規定上の開催頻度 前年度における開催実績 

教育学部・教育学研究科教授会 特段の定めはないが、月１回を定例とし、年間予定に基づき開催している。 16 回 

連合教職実践研究科教授会 特段の定めはないが、月１回を定例とし、年間予定に基づき開催している。 13 回 

 

 



別紙様式１－３－３ 
京都教育大学 

基準１－３ 教育研究活動等を展開する上で、必要な運営体制が適切に整備され機能していること 
 

分析項目１－３－３ 全学的見地から、学長若しくは副学長の下で教育研究活動について審議し又は実施する組織が機能していること 

 

【分析の手順】  

・教育研究活動について全学的に審議し又は実施する組織については、構成、責任体制及び審議事項、権限委任事項等を確認する。 

・規定上の開催頻度と前年度における開催実績を確認する。 

※教育研究活動について全学的に審議し又は実施する組織とは、教育研究評議会（国立大学）、教育研究審議機関（公立大学）、全学教務委員会、教育改革推

進機構等を指す。 

 

・規定上の開催頻度と前年度における開催実績一覧（別紙様式１－３－３） 

会議等名称 規定上の開催頻度 前年度における開催実績 

教育研究評議会 特段の定めはないが、月１回を定例とし、年間予定に基づき開催している。 14 回 

 

 



別紙様式２－１－１ 
京都教育大学 

基準２－１ 【重点評価項目】内部質保証に係る体制が明確に規定されていること 
 

分析項目２－１－１ 大学等の教育研究活動等の質及び学生の学習成果の水準について、継続的に維持、向上を図ることを目的とした全学的な体制（以下、

「機関別内部質保証体制」という。）を整備していること 

 

【分析の手順】  

・該当する体制に責任を持つ役職名（学長が最終的な責任者であるとして、とりわけ質保証に関して責任をもつ者）が定められていることを確認する。 

・該当する体制において、教育研究活動等及び各教育課程について責任をもつ者（学部長や研究科長等。分析項目２－１－２との関連に留意）と上記責任者

との情報共有の形態（委員会やセンターのような組織の名称と体制。複数の組織が共同して行う場合はすべてを記載）を確認する。 

※内部質保証：「大学等が、自らの責任で自学の諸活動について点検・評価を行い、その結果をもとに改革・改善に努め、それによってその質を自ら保証す

ること」（大学改革支援・学位授与機構『高等教育に関する質保証関係用語集第四版』）。 

 

・内部質保証に係る責任体制等一覧（別紙様式２－１－１） 

確認すべき要素 大学における状況 根拠規定 

（１）中核となる委員会等の名称 役員会、教育研究評議会 2-1-1-01_内部質保証の責任体制と手順についての申し合わせ 

（２）統括責任者 学長 同上 

（３）自己点検・評価の責任者 学長（大学評価室長） 同上 

（４）改善・向上活動の責任者 理事（総務・企画担当）、理事（教務・学生指導担当）、理事（労務・財務担当） 同上 

（５）委員会等の構成員 役員会（学長、理事） 

教育研究評議会（学長、学長が指名する理事２名、学長が指名する副学長１名、

附属図書館長、教育創生リージョナルセンター機構長、附属学校部長、連合教

職実践研究科長、教育学部・教育学研究科教授会の推薦にもとづき学長が指名

する教授４名） 

（再掲）2-1-1-03_役員会規程 

（再掲）1-3-3-01_教育研究評議会規程 

 



別紙様式２－１－２ 
京都教育大学 

基準２－１ 【重点評価項目】内部質保証に係る体制が明確に規定されていること 
 

分析項目２－１－２ それぞれの教育研究上の基本組織が、教育課程について責任をもつように質保証の体制が整備されていること 

 

【分析の手順】  

・教育研究上の基本組織と教育課程との関係を確認する。 

 

・教育研究上の基本組織一覧（別紙様式２－１－２） 

教育研究上の基本組織 組織等の長 教育課程 
教育課程ごとの 

質保証の責任者 
備考 

教育学部 学長 学校教育教員養成課程 学長 01 

大学院教育学研究科 教育学研究科長 

学校教育専攻 

障害児教育専攻 

教科教育専攻 

教育学研究科長 02 

大学院連合教職実践研究科 連合教職実践研究科長 教職実践専攻 連合教職実践研究科長 03 

※ 教養教育を実施する組織が、学部や研究科と同様、その質保証に責任をもっている場合は、この表に記載することができる。 

※ 複数分野にまたがる教育課程を有し、その課程を教育研究上の基本組織とみなしている場合は、この表に記載することができる。 

 



別紙様式２－１－３ 
京都教育大学 

基準２－１ 【重点評価項目】内部質保証に係る体制が明確に規定されていること 
 

分析項目２－１－３ 施設及び設備、学生支援並びに学生の受入に関して質保証について責任をもつ体制を整備していること 

 

【分析の手順】  

・施設及び設備の質保証に責任を持つ役職名（学長が最終的な責任者であるとして、とりわけ質保証に関して責任をもつ者）と該当する体制（組織）を確認

する。 

・学生支援の質保証に責任を持つ役職名（学長が最終的な責任者であるとして、とりわけ質保証に関して責任をもつ者）と該当する体制（組織）を確認す

る。 

・学生の受入に責任を持つ役職名（学長が最終的な責任者であるとして、とりわけ質保証に関して責任をもつ者）と該当する体制（組織）を確認する。 

・機関別内部質保証体制と上記責任者との情報共有の形態（委員会やセンターのような組織の名称と体制。複数の組織が共同して行う場合はすべてを記載）

を確認する。 

・該当する体制（組織）の構成員を確認する。 

※「管理運営等の質保証」については、基準３－５で確認 

 

  



別紙様式２－１－３ 
京都教育大学 

・質保証について責任をもつ体制への構成員等の一覧（別紙様式２－１－３） 

施設設備 

組織 責任者 活動の内容 構成員 

企画調整室 理事・副学長（総務・企画担当） 施設及び設備に関する重要事項の審議 

一 理事 

二 教授会構成員のうちから学長が指名する者 若干名 

三 事務局関係職員のうちから学長が指名する者 若干名 

教学支援室 理事・副学長（教務・学生指導担当） 学習環境に関する重要事項の審議 

一 理事のうち学長が指名する者 １名 

二 理事以外の副学長のうちから学長が指名する者 １名 

三 教授会構成員のうちから学長が指名する者 若干名 

四 事務局関係職員のうちから学長が指名する者 若干名 

情報化推進委員会 理事・副学長（総務・企画担当） 情報設備に関する事項の審議 

一 理事のうち学長が指名する者 ２名 

二 教授会構成員のうちから学長が指名する者 若干名 

三 事務局関係職員のうちから学長が指名する者 若干名 

四 附属学校関係教職員のうちから学長が指名する者 若干名 

附属図書館委員会 附属図書館長 附属図書館の運営に関する事項の審議 
一 附属図書館長 

二 教授会構成員の互選により選出された教授 ４名 

  



別紙様式２－１－３ 
京都教育大学 

学生支援 
組織 責任者 活動の内容 構成員 

教学支援室 理事・副学長（教務・学生指導担当） 学生支援に関する重要事項の審議 

一 理事のうち学長が指名する者 １名 

二 理事以外の副学長のうちから学長が指名する者 １名 

三 教授会構成員のうちから学長が指名する者 若干名 

四 事務局関係職員のうちから学長が指名する者 若干名 

就職対策委員会 副学長（学生生活・国際交流担当） 学生の就職支援に関する事項の審議 

一 副学長のうち学長が指名する者 １名 

二 教授会構成員のうちから学長が指名する者 ２名 

三 連合教職実践研究科から選出され学長が委嘱する者 ２名 

四 国立大学法人京都教育大学特命教員に関する特例規程第２条

に定める教員 ２名 

五 事務局関係職員のうちから学長が指名する者 若干名 

国際交流委員会 副学長（学生生活・国際交流担当） 留学生の支援に関する事項の審議 

一 副学長のうち学長が指名する者 １名 

二 教授会構成員のうちから学長が指名する者 若干名 

三 連合教授会構成員のうちから学長が指名する者 １名 

四 事務局関係職員のうちから学長が指名する者 若干名 

学生生活委員会 副学長（学生生活・国際交流担当） 学生の支援に関する事項の審議 
一 副学長（学生生活・国際交流担当） 

二 教授会構成員の互選により選出され学長が委嘱する者 ４名 

連合教職実践研究科

運営委員会 
連合教職実践研究科長 

連合教職実践研究科学生の支援に関する事

項の審議 

一 研究科長 

二 副研究科長 

三 コース主任 

四 研究科長が指名する者 

 

  



別紙様式２－１－３ 
京都教育大学 

学生受入 

組織 責任者 活動の内容 構成員 

教学支援室 理事・副学長（教務・学生指導担当） 入学者選抜のあり方について審議 

一 理事のうち学長が指名する者 １名 

二 理事以外の副学長のうちから学長が指名する者 １名 

三 教授会構成員のうちから学長が指名する者 若干名 

四 事務局関係職員のうちから学長が指名する者 若干名 

入学試験委員会 副学長（教務・学生指導担当） 入学者選抜方法等の策定、実施、検証 
一 副学長（教務・学生指導担当） 

二 教授会構成員の互選により選出され学長が委嘱する者４名 

連合教職実践研究科

運営委員会 
連合教職実践研究科長 入学者選抜方法等の策定、実施、検証 

一 研究科長 

二 副研究科長 

三 コース主任 

四 研究科長が指名する者 

 



別紙様式２－２－２ 
京都教育大学 

基準２－２ 【重点評価項目】内部質保証のための手順が明確に規定されていること 
 

分析項目２－２－２ 教育課程ごとの点検・評価において、領域６の各基準に照らした判断を行うことが定められていること 

 

【分析の手順】  

・教育課程ごとの点検・評価において、領域６の各基準で分析する内容の点検・評価を行うことが規定で定められていることを確認する。 

 

・教育課程における評価の内容を規定する規定類一覧（別紙様式２－２－２） 

教育課程 評価の内容を規定する規定類 
内部質保証の統括責任者 

による決定日 

教育学部 学校教育教員養成課程 （再掲）2-1-2-01_自己点検評価の実施要領 平成 30 年 12 月 18 日 

大学院教育学研究科 学校教育専攻 

障害児教育専攻 

教科教育専攻 

（再掲）2-1-2-01_自己点検評価の実施要領 平成 30 年 12 月 18 日 

大学院連合教職実践研究科 教職実践専攻 （再掲）2-1-2-01_自己点検評価の実施要領 平成 30 年 12 月 18 日 

 



別紙様式２－２－３ 
京都教育大学 

基準２－２ 【重点評価項目】内部質保証のための手順が明確に規定されていること 
 

分析項目２－２－３ 施設及び設備、学生支援、学生の受入に関して行う自己点検・評価の方法が明確に定められていること 

 

【分析の手順】  

・施設設備、学生支援、学生受入に関して自己点検・評価の実施時期、評価方法を規定する規定類を確認する。 

※評価対象事項、実施時期、実施主体、評価基準について具体的に定められていることが必要。 

 

・自己点検・評価の実施時期、評価方法を規定する規定類一覧（別紙様式２－２－３） 

評価の対象 実施時期 評価方法を規定する規定類 

施設設備   事業年度ごとに実施 （再掲）2-1-2-01_自己点検評価の実施要領 

学生支援 事業年度ごとに実施 （再掲）2-1-2-01_自己点検評価の実施要領 

学生受入 事業年度ごとに実施 （再掲）2-1-2-01_自己点検評価の実施要領 

 



別紙様式２－２－４ 
京都教育大学 

基準２－２ 【重点評価項目】内部質保証のための手順が明確に規定されていること 
 

分析項目２－２－４ 機関別内部質保証体制において、関係者（学生、卒業生（修了生）、卒業生（修了生）の主な雇用者等）から意見を聴取する仕組みを

設けていること 

 

【分析の手順】  

・教育課程、施設及び設備、学生支援並びに学生の受入のそれぞれに関して、関係者(学生、卒業生（修了生）、卒業生（修了生）の主な雇用者等)から意見

を聴取することが定められており、その結果を機関別内部質保証体制が確認する仕組みを設けていることを確認する。 

※聴取対象事項のそれぞれについて、実施時期（頻度）、実施主体、意見聴取内容が具体的に定められていることが必要。 

※学生からの意見聴取については、授業評価アンケートも含む。 

 

・意見聴取の実施時期、内容等一覧（別紙様式２－２－４） 

評価の対象 聴取対象者 実施時期 実施内容 評価方法を規定する規定類 

教育課程 

学生 毎学期 授業アンケート 
2-2-4-02_授業アンケート実施依頼 

2-2-4-03_授業アンケート（教職大学院） 

学生 
毎年卒業

（修了）時 
卒業（修了）時アンケート 2-2-4-04_卒業生・修了生アンケート 

卒業（修了）生の主な雇用者 毎年 京都教育大学連携協議会 2-2-4-05_連携協議会設置要項 

卒業（修了）生及び卒業（修了）

生の主な雇用者 
毎年 就職先（学校）訪問調査 

2-2-4-06_卒業生フォローアップ実施要項（学部） 

2-2-4-07_修了生フォローアップ実施要項（教職大学院） 

施設設備・

学生支援 

学生 毎年 学生生活実態調査 2-2-4-08_学生生活実態調査票 

学生 毎年 学生自治会との懇談会 2-2-4-09_第３期中期目標、中期計画【11】 

学生（学部新入生） 毎年 新入生と学長とのランチミーティング 2-2-4-10_ランチミーティング実施要領 

学生受入 高等学校進路指導担当者 毎年 高等学校訪問時における懇談 2-2-4-11_高等学校訪問について 

 



別紙様式２－２－５ 
京都教育大学 

基準２－２ 【重点評価項目】内部質保証のための手順が明確に規定されていること 
 

分析項目２－２－５ 機関別内部質保証体制において共有、確認された自己点検・評価結果（設置計画履行状況等調査において付される意見等、監事、会計

監査人からの意見、外部者による意見及び当該自己点検・評価をもとに受審した第三者評価の結果を含む。）を踏まえた対応措置につい

て検討、立案、提案する手順が定められていること 

 

【分析の手順】  

・確認された自己点検・評価の結果（設置計画履行状況等調査において付される意見等、監事、会計監査人からの意見、外部者による意見及び当該自己点

検・評価をもとに受審した第三者評価の結果を含む。）を踏まえた対応措置について、検討、立案、提案するための手順を、それを定めた規定類によって

確認する。 

・自己点検・評価の結果（当該自己点検・評価をもとに受審した第三者評価の結果を含む。）において確認された事項について、特に教育課程ごとにその質

保証に責任をもつ教育研究上の基本的組織がその対応の方針及び対応の計画を策定していることを確認する。 

※外部者の意見とは、経営協議会、経営審議会等外部者の参画が中心となるものを想定。 

 

・検討、立案、提案の責任主体一覧（別紙様式２－２－５） 

評価の対象 検討、立案、提案の責任主体 検討、立案、提案の方法を規定する規定類 

教育課程 教学支援室、教務委員会、連合教職実践研究科運営委員会 
（再掲）2-1-1-01_内部質保証の責任体制と手順についての申し合わせ 

（再掲）2-2-4-01_学外者を含む委員会等における意見等の取り扱い 

施設設備 企画調整室、教学支援室、情報化推進委員会、附属図書館委員会 同上 

学生支援 
教学支援室、就職対策委員会、国際交流委員会、学生生活委員会、

連合教職実践研究科運営委員会 
同上 

学生受入 教学支援室、入学試験委員会、連合教職実践研究科運営委員会 同上 

 



別紙様式２－２－６ 
京都教育大学 

基準２－２ 【重点評価項目】内部質保証のための手順が明確に規定されていること 
 

分析項目２－２－６ 機関別内部質保証体制において承認された計画を実施する手順が定められていること 

 

【分析の手順】  

・分析項目２−２−５の手順を経た上で機関別内部質保証体制において承認された対応措置の実施計画について、当該計画を実施するための手順が規程上定

められていることを確認する。 

 

・実施の責任主体一覧（別紙様式２－２－６） 

評価の対象 実施の責任主体 実施の方法を規定する規定類 

教育課程 教学支援室、教務委員会、連合教職実践研究科運営委員会 （再掲）2-1-1-01_内部質保証の責任体制と手順についての申し合わせ 

施設設備  企画調整室、教学支援室、情報化推進委員会、附属図書館委員会 同上 

学生支援  
教学支援室、就職対策委員会、国際交流委員会、学生生活委員会、

連合教職実践研究科運営委員会 
同上 

学生受入 教学支援室、入学試験委員会、連合教職実践研究科運営委員会 同上 

 



別紙様式２－３－１ 
京都教育大学 

基準２－３ 【重点評価項目】内部質保証が有効に機能していること 
 

分析項目２－３－１ 自己点検・評価の結果（設置計画履行状況等調査において付される意見等、監事、会計監査人からの意見、外部者による意見及び当該

自己点検・評価をもとに受審した第三者評価の結果を含む）を踏まえて決定された対応措置の実施計画に対して、計画された取組が成果

をあげていること、又は計画された取組の進捗が確認されていること、あるいは、取組の計画に着手していることが確認されていること 

 

【分析の手順】  

・機関別内部質保証体制において決定された対応措置（設置計画履行状況等調査において付される意見等、監事、会計監査人からの意見、外部者による意見

及び当該自己点検・評価をもとに受審した第三者評価の結果を含む）の実施計画のすべてについて、成果、進捗、検討状況を確認する。 

※確認された事項及び計画された取組については、領域４、５、６の各基準と関連付ける。 

 

・計画等の進捗状況一覧（別紙様式２－３－１） 

改善・向上が必要と確認された事項 
対応計画 計画の実施主体 進捗状況 

関連する 

基準 年月 内容 根拠資料等 

平成 26 年 3月 平成 25 年 3月に増築・改修が終了した

附属図書館の学習環境の利用状況につ

いて確認が必要 

附属図書館の利用状況の

確認結果 

ラーニング・コモンズ等の利用状況を確

認する。 

附属図書館委員会 □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他（ ） 

４－１ 

平成 28 年 3月 教育の情報化への対応 学内情報設備の整備状況

の確認結果 

学内ネットワーク環境の整備、無線ＬＡ

Ｎ環境の増強 

情報化推進委員会 □ 検討中 

■ 対応中 

□ 対応済 

□ その他（ ） 

４－１ 

平成 28 年 12 月 各種学内施設設備の充実 学生自治会との意見交換、

新入生と学長とのランチ

体育館等の結露対策、グラウンド、プー

ルの設備補修等を行う。 

学生生活委員会 □ 検討中 

□ 対応中 

４－１ 



別紙様式２－３－１ 
京都教育大学 

ミーティングの結果 ■ 対応済 

□ その他（ ） 

平成 25 年 12 月 京都府における小学校教員占有率の維

持・向上 

教員就職率の維持・向上 

ミッションの再定義 各種就職対策の充実・実施 就職対策委員会 □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他（ ） 

４－２ 

平成 25 年 11 月 教員就職率向上に向けた体制強化 経営協議会における学外

委員からの意見 

「就職システム」の改修 

指導学生全員に個別進路面談を実施 

就職支援のための教員研修会を実施 

就職対策委員会 □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他（ ） 

４－２ 

平成 29 年 3月 就職支援体制の更なる強化 就職支援に係る自己点検

評価の結果 

客員教授１名の新規採用 

 

就職対策委員会 □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他（ ） 

４－２ 

 

平成 29 年 3月 学生への経済的支援の充実 奨学金申請者や授業料免

除申請件数等のデータ 

「京都教育大学同窓会奨学金」の創設 

 

学生生活委員会 □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他（ ） 

４－２ 

 

平成 29 年 3月 学生のアルバイトに関するトラブルの

把握が必要 

学生支援に係る自己点検

評価の結果 

 

学生生活実態調査の見直し（ブラックバ

イトに関する項目の追加） 

学生生活委員会 □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他（ ） 

４－２ 

平成 25 年 12 月 京都府における小学校教員占有率の維

持・向上 

ミッションの再定義 教員志望の高い入学者を受け入れるため

の方策として、入試区分毎の募集人員を

入学試験委員会 □ 検討中 

□ 対応中 

５－２ 



別紙様式２－３－１ 
京都教育大学 

教員就職率の維持・向上 見直す。 ■ 対応済 

□ その他（ ） 

平成 26 年 3月 教員志望の高い入学者の受入 入試区分ごとの各種教学

データ分析結果 

編入学生の受け入れを再開する。 入学試験委員会 □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他（ ） 

５－２ 

平成 27 年 3月 教員志望の高い入学者の受入 入試区分ごとの各種教学

データ分析結果 

アウトリーチ型アドミッション・オフィ

スを設置し、説明会等を実施する。 

入学試験委員会 □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他（ ） 

５－２ 

平成 30 年 3月 教員志望の高い入学者の受入 入試区分ごとの各種教学

データ分析結果 

就職動向も踏まえ、入試内容・募集人員

枠を見直す。 

入学試験委員会 □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他（ ） 

５－２ 

平成 28 年 3月 初年次教育の充実 教育の実施体制や内容に

係る自己点検評価の結果 

教育職員免許法改正によるカリキュラム

改訂に向けて、初年次教育を見直す。 

教学支援室 

教務委員会 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他（ ） 

６－３ 

平成 28 年 8月 理系教科に強い教員養成 連携協議会 理系教科に強い教員養成のためのカリキ

ュラム開発に取り組む。 

教務委員会 □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他（ ） 

６－３ 

平成 28 年 8月 小中一貫教育への対応 連携協議会 義務教育を中心とした２免許取得を引き

続き推奨する。また、新たな授業科目「小

教務委員会 □ 検討中 

□ 対応中 

６－３ 



別紙様式２－３－１ 
京都教育大学 

中一貫教育論」を設置する。 ■ 対応済 

□ その他（ ） 

平成 28 年 11 月 教育職員免許法改正への対応 教務委員会 特別委員会を立ち上げ、教育課程の編成

案を作成する。 

教育職員免許法改正に伴

う教育学部教育課程検討

特別委員会 

□ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他（ ） 

６－３ 

平成 28 年 3月 教育実習の充実 教育の実施体制や内容に

係る自己点検評価の結果 

教育実習の評価の観点を明確化させるた

め、「振り返りシート」を導入する。 

実地教育運営委員会 □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他（ ） 

６－５ 

平成 30 年 3月 学部における卒業生調査・フォローア

ップ体制の充実 

京都教育大学改善計画案

（平成 30年 3月） 

卒業生調査・フォローアッ

プ 

卒業生アンケート調査や訪問調査を実施

する。 

ＩＲ専門委員会 □ 検討中 

□ 対応中 

■ 対応済 

□ その他（ ） 

６－８ 

※指摘事項、意見など、自己点検・評価において、改善・向上が必要と確認された事項すべてについて記載してください。 

※年月の欄は、機関別内部質保証体制において、確認された年月を記載してください。 

※関連する基準に関する分析及び判断との整合性に留意してください。 



別紙様式２－５－１ 
京都教育大学 

基準２－５ 組織的に、教員及び教育研究活動を支援又は補助する者の質を確保し、さらにその維持、向上を図っていること 
 

分析項目２－５－１ 教員の採用及び昇格等に当たって、教育上、研究上又は実務上の知識、能力及び実績に関する判断の方法等を明確に定め、実際にその

方法によって採用、昇格させていること 

 

【分析の手順】 

・教員の採用や昇格等に際し、職階ごとに求める教育上、研究上又は実務上の知識、能力又は実績の水準を定めていることを確認する。 

・その水準の判断を行う方法を明確に定めていることを確認する。 

・特に教育研究上の指導能力については、その水準の判断を面接、模擬授業等で行っていることを確認する。 

 

・教員の採用・昇任の状況（過去５年分）（別紙様式２－５－１） 

平成 30 年度 

教育研究上の基本組織 採用人数 判断の方法 昇任人数 判断の方法 

教育学部 ２名 
面接 ２名 

模擬授業 ２名 
３名 面接 ３名 

平成 29 年度 

教育研究上の基本組織 採用人数 判断の方法 昇任人数 判断の方法 

教育学部 ６名 

面接 ５名 

模擬授業 １名 

教育委員会からの推薦及び業績調書による審査 １名 

４名 面接 ４名 

平成 28 年度 

教育研究上の基本組織 採用人数 判断の方法 昇任人数 判断の方法 

教育学部 ６名 面接 ６名 ７名 面接 ７名 

連合教職実践研究科 － － １名 面接 １名 



別紙様式２－５－１ 
京都教育大学 

 

平成 27 年度 

教育研究上の基本組織 採用人数 判断の方法 昇任人数 判断の方法 

教育学部 ３名 
面接 ２名 

教育委員会からの推薦及び業績調書による審査 １名 
５名 面接 ５名 

連合教職実践研究科 １名 
面接 １名 

模擬授業 １名 
－ － 

平成 26 年度 

教育研究上の基本組織 採用人数 判断の方法 昇任人数 判断の方法 

教育学部 ４名 

面接 ２名 

模擬授業 １名 

教育委員会からの推薦及び業績調書による審査 ２名 

３名 面接 ３名 

連合教職実践研究科 １名 
面接 １名 

模擬授業 １名 
－ － 

 



別紙様式２－５－２ 
京都教育大学 

基準２－５ 組織的に、教員及び教育研究活動を支援又は補助する者の質を確保し、さらにその維持、向上を図っていること 
 

分析項目２－５－２ 教員の教育活動、研究活動及びその他の活動に関する評価を継続的に実施していること 

 

【分析の手順】 

・教員の教育及び研究活動に関する評価を継続的（定期的）に実施すること、及び、教員評価の目的を定めていることについて、規則等で規定していること

を確認する。 

・その他の活動について教員評価を実施している場合は、それを含めて確認する。 

※その他の活動とは、例えば、管理運営、社会貢献、診療を含む。 

・規定に基づいて実施されていることについて、評価実施年度、評価対象者、評価結果を確認する。 

 

・教員業績評価の実施状況（別紙様式２－５－２） 

評価実施年度 評価対象者数 評価結果 備考 

平成 30 年度 81 名 

教育活動：Ａ15 名、Ｂ48 名、Ｃ18 名 

研究活動：Ａ11 名、Ｂ43 名、Ｃ27 名 

社会貢献・その他：Ａ16 名、Ｂ48 名、Ｃ17 名 

 

平成 29 年度 86 名 

教育活動：Ａ17 名、Ｂ51 名、Ｃ18 名 

研究活動：Ａ17 名、Ｂ44 名、Ｃ25 名 

社会貢献・その他：Ａ17 名、Ｂ51 名、Ｃ18 名 

 

平成 28 年度 82 名 

教育活動：Ａ17 名、Ｂ48 名、Ｃ17 名 

研究活動：Ａ14 名、Ｂ51 名、Ｃ17 名 

社会貢献・その他：Ａ17 名、Ｂ46 名、Ｃ19 名 

 

 



別紙様式２－５－３ 
京都教育大学 

基準２－５ 組織的に、教員及び教育研究活動を支援又は補助する者の質を確保し、さらにその維持、向上を図っていること 
 

分析項目２－５－３ 評価の結果、把握された事項に対して評価の目的に則した取組を行っていること 

 

【分析の手順】 

・評価結果を、個々の教員の処遇や教育研究費の配分、改善への指導等に反映させる規定がある場合は、その規定を確認する。 

・分析項目２－５－２において確認した評価結果ごとの反映実績を確認する。 

 

・評価結果に基づく取組（別紙様式２－５－３） 

評価実施年度 評価対象者数 評価結果に基づく取組 備考 

平成 30 年度 81 名 研究費（教育研究活性化経費）を傾斜配分した。  

平成 29 年度 86 名 研究費（教育研究活性化経費）を傾斜配分した。  

平成 28 年度 82 名 研究費（教育研究活性化経費）を傾斜配分した。  

 



別紙様式２－５－４ 
京都教育大学 

基準２－５ 組織的に、教員及び教育研究活動を支援又は補助する者の質を確保し、さらにその維持、向上を図っていること 
 

分析項目２－５－４ 授業の内容及び方法の改善を図るためのファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）を組織的に実施していること 

 

【分析の手順】  

・ＦＤの実施内容・方法（教育方法等の研究・研修、教員相互の授業見学等）及び実施状況（教員参加状況を含む。）を確認する。 

 

・ＦＤの内容・方法及び実施状況一覧（別紙様式２－５－４） 

取組 主催 実施内容・方法 参加者数 

ＦＤ研修会 
京都教育大学ファカルティ・デ

ィベロプメント委員会 

【内容】平成 30 度第１回ＦＤ研修会「学生が意欲を持って取り組む授業」 

平成 30 年度第２回ＦＤ研修会「学校現場の現状と課題」 

【方法】前年度授業アンケートの結果、学生からの評価が高かった授業科目を担当する教員を講師

として、講演会形式で実施している。 

第１回 11 月 21 日 73 名 

第２回 12 月 19 日 91 名 

授業研究会 

京都教育大学大学院連合教職

実践研究科評価・ファカルテ

ィ・ディベロプメント委員会 

【内容】平成 30 年度ＦＤ授業研究会「教職大学院教育における「省察」のあり方」 

【方法】設定テーマに詳しい研究者による講演、授業実践報告の後、授業のねらいや方法、院生の

学びなどについて、意見交換を行い、授業のあり方について考え理論的、実践的知見を深め

る機会としている。 

11 月 17 日 30 名 

ＦＤ研修会 同上 

【内容】平成 30 年度ＦＤ研修会「大分大学教職大学院訪問」 

【方法】毎年度末、二日間にわたるＦＤ研修会を実施している。一日は、他の教職大学院の視察等

を行い、その視野を広げる取組を、もう一日は、視察結果を踏まえながら、当該年度の本研

究科の取組について総括を行い、成果と課題について意見交換を行っている。 

３月７日～３月８日 

 12 名 

 



別紙様式２－５－５ 
京都教育大学 

基準２－５ 組織的に、教員及び教育研究活動を支援又は補助する者の質を確保し、さらにその維持、向上を図っていること 
 

分析項目２－５－５ 教育活動を展開するために必要な教育支援者や教育補助者が配置され、それらの者が適切に活用されていること 

 

【分析の手順】  

・教育課程を展開する上で（大学の目的等に照らして）必要な教務や厚生補導等を担う職員、教育活動の支援や補助等を行う職員、図書館の業務に従事する

職員等の配置状況を確認する。 

・演習、実験、実習又は実技を伴う授業を補助する職員の配置、ＴＡ等の教育補助者の配置状況、活用状況を確認する。 

 

・教育支援者、教育補助者一覧（別紙様式２－５－５） 

教育支援者 

職種 所属 常勤 非常勤 計 

教務関係や厚生補導等を担う職員 教務課 10 名 ６名 
30 名 

学生課 ８名 ６名 

教育活動の支援や補助等を行う職員 産業技術科学科 － １名 

14 名 

環境教育実践センター １名 ２名 

研究協力・附属学校支援課 

（情報処理センターの業務に関わる職員）（非常勤職員のうち５名は情報処理センター所属） 
２名 ６名 

研究協力・附属学校支援課 

（教職キャリア高度化センターボランティアオフィスの業務に関わる職員） 
－ １名 

研究協力・附属学校支援課 

（教職キャリア高度化センタースポーツ指導者養成事業の業務に関わる職員） 
－ １名 

図書館の業務に従事する職員 研究協力・附属学校支援課（附属図書館の業務に関わる職員） ４名 ２名 ６名 

 

 



別紙様式２－５－５ 
京都教育大学 

ＴＡ等教育補助者 

教育研究上の基本組織等 総科目数 配置科目数 延べ人数 備考 

教育学部 

ＴＡ 

 授業補助者（ＴＡ以外） 

 ノートテイカー 

 

1,077 

 

 

 

98 

６ 

28 

 

98 名 

６名 

28 名 

（平成 30 年度実績） 

 

※大規模授業の補助者、ＣＡＬＬ教室補助者等 

※障害のある学生へのパソコンノートテイク 

正規課程外 ― ２ ２名 ※留学生を主対象とする正課外の授業「世界の教育Ａ」「世界の教育Ｂ」 

 



別紙様式２－５－６ 
京都教育大学 

基準２－５ 組織的に、教員及び教育研究活動を支援又は補助する者の質を確保し、さらにその維持、向上を図っていること 
分析項目２－５－６ 教育支援者、教育補助者が教育活動を展開するために必要な職員の担当する業務に応じて、研修の実施など必要な質の維持、向上を

図る取組を組織的に実施していること 

 

【分析の手順】  

・研修等の方針、内容・方法及び実施状況等を確認する。 

 

・教育支援者等に対する研修等内容・方法及び実施状況一覧（別紙様式２－５－６） 

職種 研修名 研修内容 主催者 回数 
参加 

延べ人数 

教務関係や厚生補導等を担う職員 近畿地区学生指導研修会（平成 29 年

度） 

班別討議、全体会、講演及び意見交換 東海・北陸・近畿地区

学生指導研究会 

１回 ７名 

教育機関向け海外安全対策セミナー 講義、ケーススタディ 外務省 １回 １名 

 

大学教職員の基礎知識 講義、グループワーク 大学コンソーシアム

京都 

１回 ３名 

教育活動の支援や補助等を行う職員 第 30 回情報処理センター等担当者技

術研究会 

各大学の研究発表・現状報告、情報システムに

関する講演、情報交換等 

（当番校）徳島大学情

報センター 

１回 １名 

図書館の業務に従事する職員 第 49 回国立教育系大学図書館協議会

研究部会 

国立教育系サブ・コンソーシアムに関連する大

学及び出版社による報告会、附属学校の図書館

による実践報告 

国立教育系大学図書

館協議会（当番館：東

京学芸大学） 

１回 １名 

大阪大学職員研修 講演会「オープンサイエンスの基礎知識：大学

と研究データ」 

 

大阪大学 １回 １名 



別紙様式２－５－６ 
京都教育大学 

 障害者サービス担当職員向け講座 図書館における障害者サービスの基礎的な知識

及び技術の習得を目的とする講座 

国立国会図書館関西

館 

共催：日本図書館協会 

１回 ２名 

EBSCO Discovery Service (EDS)ユー

ザー会 2018 

ディスカバリーサービスとその周辺の効果的な

活用について 

EBSCO Information 

Service Japan(株) 

１回 １名 

JPCOAR スキーマ説明会 2017 年 10 月にリリース、2018 年度に学術機関

リポジトリデータベース（IRDB）実装された新

しいメタデータスキーマ「JPCOAR スキーマ」に

ついての説明会 

オープンアクセスリ

ポ ジ ト リ 推 進 協 会

（JPCOAR） 

１回 １名 

第 14 回学術情報ソリューションセミ

ナー2018 in OSAKA 

“The beginning of the beginning” ～始ま

りを創る～ 

学術情報流通の新しい始まり 

株式会社サンメディ

ア e‐Port カンパニ

ー 

１回 １名 

国立大学図書館協会近畿地区助成事

業 

京都大学図書館機構講演会「オープンサイエン

ス時代の大学図書館－これから求められる人材

とは－」 

京都大学図書館機構 

図書館業務改善推進

会議 人材育成部会 

１回 ２名 

京阪奈三教育大学図書館業務連携プ

ロジェクト研修会 

「教員養成系大学の図書館と教科書」 

基調講演及び整理に関するワークショップ 

京阪奈三教育大学図

書館業務連携プロジ

ェクト（当番館：京都

教育大学） 

１回 ５名 

ＴＡ等の教育補助者 （個別説明） 学期はじめに「教育補助業務・学修支援を担当

する学生のみなさんへ」の文書を配付し、留意

事項を説明している。 

教務課 各人１回 － 

 



別紙様式３－１－２ 京都教育大学

予算・決算の状況（過去５年分）（別紙様式３－１－２）

予算の部 （単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

経常費用

　教育研究経費 912,356 869,241 757,000 804,556 818,231

　診療経費

　人件費 3,917,868 3,878,655 4,056,000 4,005,155 3,916,604

　一般管理費 102,505 148,947 102,000 265,116 196,552

　その他 193,445 177,134 248,000 263,161 236,776

経常収益

　運営費交付金収益 3,600,788 3,546,717 3,727,000 3,830,945 3,631,762

　学納金収益（入学、授業、検定料） 1,113,861 1,112,591 1,036,000 1,052,409 1,099,877

　附属病院収益

　補助金・寄附金収益 263,513 244,088 184,000 236,929 185,079

　その他 148,012 170,581 216,000 217,705 222,445

決算の部 （単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

経常費用

　教育研究経費 822,960 738,054 676,054 698,341 749,219

　診療経費

　人件費 4,075,358 4,145,322 4,094,959 4,002,292 3,848,910

　一般管理費 113,062 129,425 104,784 275,362 142,156

　その他 250,928 260,186 270,016 264,104 255,854

経常収益

　運営費交付金収益 3,683,640 3,766,069 3,757,154 3,897,990 3,642,354

　学納金収益（入学、授業、検定料） 1,068,345 1,069,348 1,059,027 1,056,103 1,046,495

　附属病院収益

　補助金・寄附金収益 250,772 216,061 176,201 173,376 204,894

　その他 259,531 242,478 248,065 242,172 248,050

以下のうち、±30％以上乖離している場合は、その理由を確認する。 （単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

経常費用

　教育研究経費 9.8% 15.1% 10.7% 13.2% 8.4%

　診療経費

　人件費 -4.0% -6.9% -1.0% 0.1% 1.7%

　一般管理費 -10.3% 13.1% -2.7% -3.9% 27.7%

　その他 -29.7% -46.9% -8.9% -0.4% -8.1%

経常収益

　運営費交付金収益 -2.3% -6.2% -0.8% -1.8% -0.3%

　学納金収益（入学、授業、検定料） 4.1% 3.9% -2.2% -0.4% 4.9%

　附属病院収益

　補助金・寄附金収益 4.8% 11.5% 4.2% 26.8% -10.7%

　その他 -75.3% -42.1% -14.8% -11.2% -11.5%

基準３－１　財務運営が大学等の目的に照らして適切であること

分析項目３－１－２　教育研究活動に必要な予算を配分し、経費を執行していること

【分析の手順】

・過去5年間の予算・決算の状況を確認する。

・各項目に関し、30％以上乖離している場合は、その理由を確認する。

・経常損失がある場合は、その理由を確認する。

・特別損失が過大である場合は、その理由を確認する。



別紙様式３－２－２ 
京都教育大学 

基準３－２ 管理運営のための体制が明確に規定され、機能していること 
 

分析項目３－２－２ 法令遵守に係る取組及び危機管理に係る取組のための体制が整備されていること 

 

【分析の手順】  

・事業者としての大学に課される法令遵守事項等への対応体制の整備状況として、責任者の役職、責任者の判断と業務遂行を支援する組織、それらの業務及

び組織の根拠となる規定を確認する。 

・予期できない外的環境の変化等に対応するための、危機管理等に対応する責任者の役職、責任者の判断と業務遂行を支援する組織、それらの業務及び組織

の根拠となる規定を確認する。 

 

・法令遵守事項一覧（別紙様式３－２－２） 

遵守すべき義務 規定等整備状況 責任部署 備考 

情報公開 国立大学法人京都教育大学法人文書管理規則 

国立大学法人京都教育大学情報公開取扱要項 

国立大学法人京都教育大学情報公開に関する開示・不開示の審査基準 

国立大学法人京都教育大学情報公開・個人情報保護委員会規程 

情報公開・個人情報保護委員会 総務・企画課 

個人情報保護 国立大学法人京都教育大学個人情報保護規程 

国立大学法人京都教育大学特定個人情報保護規程 

国立大学法人京都教育大学個人情報に関する取扱要項 

国立大学法人京都教育大学保有個人情報の開示，訂正及び利用停止決定等に係る審査基準 

国立大学法人京都教育大学保有個人情報の開示方法及び開示請求手数料等に関する細則 

国立大学法人京都教育大学情報公開・個人情報保護委員会規程 

情報公開・個人情報保護委員会 総務・企画課 

公益通報者保護 京都教育大学における公益通報者の保護等に関する規程 総務・企画課 総務・企画課 

ハラスメント防止 国立大学法人京都教育大学ハラスメント防止等に関する規程 ハラスメント防止委員会 総務・企画課 



別紙様式３－２－２ 
京都教育大学 

安全保障輸出管理 国立大学法人京都教育大学における安全保障輸出管理規則 研究推進室 研究協力・附属学校支援課 

生命倫理 国立大学法人京都教育大学研究倫理規程 研究倫理委員会 研究協力・附属学校支援課 

動物実験 京都教育大学における動物実験の実施に関する規程 動物実験委員会 研究協力・附属学校支援課 

 

・危機管理体制等一覧（別紙様式３－２－２） 

 規定等整備状況 責任部署 備考 

防火・防災 国立大学法人京都教育大学防火管理規則 

国立大学法人京都教育大学大規模災害対策規則 
危機管理対策委員会 施設課及び関係各課 

情報セキュリティ 国立大学法人京都教育大学情報システム運用基本方針 

国立大学法人京都教育大学情報システム運用基本規程 

国立大学法人京都教育大学情報システム運用・管理規程 

国立大学法人京都教育大学情報システム利用規程 

情報化推進委員会 研究協力・附属学校支援課 

研究費等不正使用、研究活

動に係る不正行為防止 

国立大学法人京都教育大学における公的研究費の不正使用防止対策の基本方針 

国立大学法人京都教育大学における公的研究費の適正な取扱いに関する規程 

京都教育大学研究者行動規範 

国立大学法人京都教育大学における研究活動の不正行為の防止等に関する規程 

不正防止推進委員会 
研究協力・附属学校支援課 

会計課 

 



別紙様式３－３－１ 
京都教育大学 

基準３－３ 管理運営を円滑に行うための事務組織が、適切な規模と機能を有していること 
 

分析項目３－３－１ 管理運営を円滑に行うための事務組織が、適切な規模と機能を有していること 

 

【分析の手順】  

・円滑な管理運営の実現に資するための事務組織について、役割や人員の配置状況、責任体制、規模を確認する。 

 

・事務組織一覧（部署ごとの人数（分析項目２－５－５教育支援者を含む。））（別紙様式３－３－１） 

部署 主な役割 常勤 非常勤 計 備考 

総務・企画課 

諸行事、諸規定等に関すること及び情報公開に関すること 

大学改革及び大学の将来計画の企画立案及び広報、地域連携事業に関すること 

法人の自己点検・評価に関すること 

教職員の採用、給与、福利厚生等に関すること 

連合教職実践研究科の事務に関すること 

19 名 ５名 24 名  

研究協力・附属学校支援課 

競争的資金に係る申請及び受入れに関すること 

プロジェクト研究等の支援、各センターの事務に関すること 

図書館、附属学校部の運営に関すること 

20 名 ７名 27 名  

会計課 予算決算業務、資産管理及び売買、賃貸借等の契約等に関すること 12 名 ３名 15 名  

施設課 
施設マネジメントに関すること 

施設の整備及び管理等に関すること 
８名 ３名 11 名  

教務課 
学生の入学、卒業及び休学、退学等に関すること 

教育課程の編成、教育実習等の立案、実施に関すること 
10 名 ６名 16 名  

学生課 

学生の課外活動・福利厚生事業に関すること 

外国人留学生の受入れ及び支援に関すること 

授業料免除、奨学金及び就職支援に関すること 

８名 ６名 14 名  

入試課 学生募集及び入学者選抜等に関すること ４名 － ４名  



別紙様式３－３－１ 
京都教育大学 

保健管理センター 学生(教職員)の健康診断及び保健衛生に関すること － ２名 ２名  

環境教育実践センター 専門的な環境教育に関する実験実習に関すること １名 ２名 ３名  

情報処理センター 教育研究のための情報処理支援及び情報処理教育に関すること ２名 ６名 ８名  

産業技術科学科 機械設備を利用した授業等の補助及び設備の保守等に関すること － １名 １名  

 

 



別紙様式３－４－１ 
京都教育大学 

基準３－４ 教員と事務職員等との役割分担が適切であり、これらの者の間の連携体制が確保され、能力を向上させる取組が実施されていること 
 

分析項目３－４－１ 教員と事務職員等とが適切な役割分担のもと、必要な連携体制を確保していること 

 

【分析の手順】 

・大学の管理運営のための組織の責任体制（分析項目３－２－１）と事務組織（分析項目３－３－１）の関係を確認する。 

・大学の管理運営に係る合議体に、教員と事務職員が構成員として参加していることを確認する。 

※役割分担が適切であるとは、教員と事務職員等がそれぞれの役割分担において責任を有しつつ協力して円滑な管理運営の実現に資する状況にあることを

想定している。 

 

・教職協働の状況（別紙様式３－４－１） 

合議体名称 
構成員 

（教員） 

構成員 

（事務職員） 
根拠規定 

企画調整室 3-4-1-01_委員会委員等一覧 同左 （再掲）2-1-3-01_企画調整室規程 

教学支援室 〃 〃 （再掲）2-1-3-02_教学支援室規程 

大学評価室 〃 〃 3-4-1-02_大学評価室規程 

研究推進室 〃 〃 3-4-1-03_研究推進室規程 

就職対策委員会 〃 〃 （再掲）2-1-3-05_就職対策委員会規程 

国際交流委員会 〃 〃 （再掲）2-1-3-06_国際交流委員会規程 

情報化推進委員会 〃 〃 （再掲）2-1-3-03_情報化推進委員会規程 

人権委員会 〃 〃 3-4-1-04_人権委員会規程 

男女共同参画推進委員会 〃 〃 3-4-1-05_男女共同参画推進委員会規程 

 



別紙様式３－４－２ 
京都教育大学 

基準３－４ 教員と事務職員等との役割分担が適切であり、これらの者の間の連携体制が確保され、能力を向上させる取組が実施されていること 
 

分析項目３－４－２ 管理運営に従事する教職員の能力の質の向上に寄与するため、スタッフ・ディベロップメント（ＳＤ）を実施していること 

 

【分析の手順】  

・ＳＤの実施内容・方法及び実施状況（参加状況を含む。）を確認する。 

※大学が独自に実施する研修と、学外の団体が主催する合同研修の企画(たとえば、国立大学協会の大学マネジメントセミナー、公立大学協会の公立大学職

員セミナー)とを区別する。 

※スタッフ・ディベロップメント（ＳＤ）とは、大学の教育研究活動等の適切かつ効果的な運営を図るため、職員（事務職員のみならず教員も含む。）を対

象とした、必要な知識及び技能を習得させ、並びにその能力及び資質を向上させるための研修の機会を設けとともに、その他必要な取組を行うことをい

う。 

・ＳＤの内容・方法及び実施状況一覧（別紙様式３－４－２） 

取組 主催 実施内容・方法 対象者 参加者数 

全学事務系職員会議 京都教育大学 講義・グループ討議 □役員 □教員 ■事務職員 77 名 

教員就職指導のための教員研修会 本学就職対策委員会 講義 □役員 ■教員 □事務職員 50 名 

教育研究交流会議 本学教育研究交流会議運営委員会 講演・意見交流 □役員 ■教員 ■事務職員 173 名 

中堅係員研修 人事院近畿事務局 講義・実習 □役員 □教員 ■事務職員 １名 

係長研修 人事院近畿事務局 講義・実習 □役員 □教員 ■事務職員 １名 

若手職員勉強会 国立大学協会 グループディスカッション・基調講演 □役員 □教員 ■事務職員 １名 

課長級研修 国立大学協会近畿地区支部 パネルディスカッション・討議 □役員 □教員 ■事務職員 １名 

中堅職員研修 国立大学協会近畿地区支部 講義・個人ワーク・グループワーク □役員 □教員 ■事務職員 １名 

アサーティブコミュニケーション研修 国立大学協会近畿地区支部 講義・グループ演習 □役員 □教員 ■事務職員 ５名 

労働安全研修 国立大学協会近畿地区支部 講義・グループワーク □役員 □教員 ■事務職員 ６名 

 



別紙様式３－６－１ 
京都教育大学 

基準３－６ 大学の教育研究活動等に関する情報の公表が適切であること 
 

分析項目３－６－１ 法令等が公表を求める事項を公表していること 

 

【分析の手順】 

・大学等の目的、学位授与方針、教育課程方針及び学生受入方針、その他法令が定める教育研究活動等についての情報を社会一般に対し、刊行物の配布・ウ

ェブサイトへの掲載等の方法により広く公表していることを確認する。 

 

・法令が定める教育研究活動等についての情報の公表状況一覧（別紙様式３－６－１） 

公表を求める事項 公表状況 

《学校教育法施行規則第 172 条の２》 

教育情報 

■大学の目的 

■学位授与方針、教育課程方針 学生受入方針 

■教育研究上の基本組織 

■教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績 

■入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は修了した者の数並び

に進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況 

■授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画 

■学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準 

■校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境 

■授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関すること 

■大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること 

 

■ウェブサイト 

https://www.kyokyo-u.ac.jp/outline/kyoikujoho/ 

□その他 

 



別紙様式３－６－１ 
京都教育大学 

《独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律施行令第 12 条》 

《その他情報公開に関する法令等、それぞれの設置形態別に定められた法令》 

財務諸表等 

 

■ウェブサイト 

https://www.kyokyo-

u.ac.jp/jyohokokai/koukaihou22jyo/zaimu.html 

□その他 

《学校教育法第 109 条第１項》 

自己点検・評価の結果 ■ウェブサイト 

https://www.kyokyo-u.ac.jp/outline/plan/ 

□その他 

《H15 文科省告示第 53 号第３条第２項》 

法科大学院の未修者又は実務経験者の割合が２割に満たない場合には入学者選

抜の実施状況 

該当なし 

《教育職員免許法施行規則第 22 条の６》 

認定課程を有する大学は、教員の養成の状況 

■教員の養成の目標及び当該目標を達成するための計画に関すること 

■教員の養成に係る組織及び教員の数、各教員が有する学位及び業績並びに各

教員が担当する授業科目に関すること 

■教員の養成に係る授業科目、授業科目ごとの授業の方法及び内容並びに年間

の授業計画に関すること 

■卒業生の教員免許状の取得の状況に関すること 

■卒業生の教員への就職の状況に関すること 

■教員の養成に係る教育の質の向上に係る取組に関すること 

■ウェブサイト 

https://www.kyokyo-u.ac.jp/outline/kyoikujoho/ 

□その他 

 



別紙様式４－１－１ 
京都教育大学 

基準４－１ 教育研究組織及び教育課程に対応した施設及び設備が整備され、有効に活用されていること 
 

分析項目４－１－１ 教育研究活動を展開する上で必要な施設・設備を法令に基づき整備していること 

 

【分析の手順】  

・校地、校舎の基準面積について、設置基準で規定されている面積に係る基準を満たしていることを確認する。 

・施設・設備としては、大学設置基準に規定されている「校地、運動場、体育館、研究室、講義室、演習室、実験・実習室、情報処理学習のための施設、語

学学習のための施設その他の施設等」について確認する。 

・共同課程を置いている場合は、その状況が該当する設置基準を満たしていることを確認する。 

・空地の代替措置及び運動場の代替措置を適用している場合は、その状況について分析。 

・夜間において授業を実施している課程又は大学院において大学院設置基準第 14 条の特例を適用している場合は、これら施設・設備の利用方法、利用時間

等を確認する。 

・２以上のキャンパスで教育を実施している場合は、各々の実施体制、実施上の工夫や学生移動の状況等を確認する。 

 

・夜間の授業又は２以上のキャンパスでの教育の実施状況一覧（別紙様式４－１－１） 

学部・研究科名 キャンパス 実施の状況（実施体制、利用時間等） 

教育学研究科 藤森キャンパス 
夜間授業の実施（６限：18:00～19:30、７限：19:40～21:10） 

※各種自習室等の利用時間については別紙様式４－１－６に記載のとおり。 

連合教職実践研究科 藤森キャンパス 
夜間授業の実施（６限：18:20～19:50、７限：20:00～21:30） 

※各種自習室等の利用時間については別紙様式４－１－６に記載のとおり。 

 



別紙様式４－１－２ 
京都教育大学 

基準４－１ 教育研究組織及び教育課程に対応した施設及び設備が整備され、有効に活用されていること 
 

分析項目４－１－２ 法令が定める実習施設等が設置されていること 

 

【分析の手順】  

・特定の学部又は学科に置かれる組織については、大学設置基準第 39 条に基づき設置が必要とされる附属学校や附属病院等が設置されていることを確認す

る。 

 

・附属施設等一覧（別紙様式４－１－２） 

学部又は学科名 附属施設 

教育学部 附属幼稚園、附属桃山小学校、附属桃山中学校、附属京都小中学校、附属高等学校、附属特別支援学校 

 



別紙様式４－１－６ 
京都教育大学 

基準４－１ 教育研究組織及び教育課程に対応した施設及び設備が整備され、有効に活用されていること 
 

分析項目４－１－６ 自習室、グループ討議室、情報機器室、教室・教育設備等の授業時間外使用等による自主的学習環境が十分に整備され、効果的に利用

されていること 

【分析の手順】 

・自主的学習環境の整備状況（部屋数、机、パソコン等の台数等）については、その環境を必要とする学生が効果的に利用できるような状態になっているこ

とを確認する。 

※自主的学習環境の整備等、特色ある学習環境の構築により成果が得られている場合は、その内容について確認する。 

 

・自主的学習環境整備状況一覧（別紙様式４－１－６）  

名称 キャンパス・棟 席数 主な設備 利用時間 

共通自習室１Ａ１ １号館Ａ棟 グループ学習用 10 席×２グループ分 机、椅子、ホワイトボード 学内入構時間内（午前７時～午後 10 時） 

共通自習室１Ｂ１ １号館Ｂ棟 個別学習用 17 席 机、椅子 同上 

Ｄ棟１階電子ピアノ自

習室 
２号館 

グループ学習用 10 席×１グループ分 

個別学習用 ４席 

電子ピアノ 10 台 同上 

Ｄ棟２階ピアノ自習室 ２号館 ピアノ備え付の防音室 個室 19 室 アップライトピアノ 19 台 同上 

大学会館３階自習室 大学会館 約 30 席 可動式机、椅子 同上 

院生自習室 大学院棟 ６室 約 120 席 机、椅子、情報端末約 120 台 同上 

附属図書館 附属図書館 

個人学習室（17 席）、研究個室（３席）、ラーニングコモ

ンズ（43 席）、グローバル・スクエア、グループ学習室

（12 席）、研修セミナー室１（約 60 席）、研修セミナー

室２（約 10 席）、研修セミナー室３（約 12 席） 

机、椅子 

可動式机、椅子 

情報端末 18 台、ホワイトボー

ド、電子黒板、視聴覚機器 

図書館開館時間内 

（平日：午前９時～午後９時、土曜日・休

業期：午前９時～午後５時） 

情報処理センター 情報処理センター 
端末室１（39 席）、端末室２（21 席） 

端末室３（31 席）、情報処理室（10 席） 

席数と同数の情報端末を設置 情報処理センター開館時間内 

（午前８時 45 分～午後７時 30 分） 

 



別紙様式４－２－１ 
京都教育大学 

基準４－２ 学生に対して、生活や進路、課外活動、経済面での援助等に関する相談・助言、支援が行われていること 
 

分析項目４－２－１ 学生の生活、健康、就職等進路に関する相談・助言体制及び各種ハラスメント等に関する相談・助言体制を整備していること 

 

【分析の手順】  

・生活支援等に関する総合的相談・助言体制の整備及び支援の実績を確認する。 

・健康に関する相談・助言体制の整備及び支援の実績を確認する。 

・就職等進路に関する相談・助言体制の整備及び支援の実績を確認する。 

・各種ハラスメントに関する防止のための措置（規定及び実施内容）・相談の体制の整備及び相談実績を確認する。 

・各種相談・助言体制については、組織の役割、実施組織の人的規模やバランス、組織間の連携や意思決定プロセス、責任の所在等が確認できる資料・デー

タを用いて整備状況を確認する。 

※留学生に対しての支援の実施については、分析項目４－２－３で確認。 

※障害のある学生等に対しての支援の実施については、分析項目４－２－４で確認。 

 

・相談・助言体制等一覧（別紙様式４－２－１） 

機能 組織の名称 根拠規定 

配置さ

れた 

人員 

支援の内容 相談の実績 

総合的相談 

教育学部 4-2-1-02_指導教員に関する申合せ － 修学・生活・進路の相談、指導及び助言 随時 

学生相談協議会 
4-2-1-03_学生相談協議会規程 

 
15 名 学生相談担当教員（６名）による面談 ３件 

学生課 
（再掲）2-5-5-02_事務分掌規程 

 
14 名 事務職員による相談対応 随時 



別紙様式４－２－１ 
京都教育大学 

身体的健康に係る支

援・相談 
保健管理センター 4-2-1-01_保健管理センター規程 ３名 

定期及び臨時の健康診断の実施 

健康診断の事後措置等、健康の保持増進に必要な指

導援助 

対象は在学

生全員 

健康相談の対応 155 件 

精神的健康に係る支

援・相談 

保健管理センター 同上 同上 
精神的な悩み、対人関係、性格等の心の健康問題につ

いての相談対応 
303 件 

学生カウンセリング （再掲）4-2-1-03_学生相談協議会規程 １名 学外の臨床心理士による学生カウンセリング 59 件 

就職・進路に係る支援・

相談 

就職・キャリア支援センタ

ー 
（再掲）2-1-3-05_就職対策委員会規程 ５名 

就職指導担当客員教授（４名）、キャリアカウンセラ

ー（１名）による相談対応 
3,072 件 

学生課（就職・奨学支援グ

ループ） 
（再掲）2-5-5-02_事務分掌規程 ４名 事務職員による相談対応 随時 

各種ハラスメントに係

る防止 
ハラスメント防止委員会 4-2-1-07_ハラスメント防止等に関する規程  

ハラスメントの防止等に関する研修・啓発活動の企

画及び実施 

ハラスメントに関する相談及び被害の救済 

 

各種ハラスメントに係

る相談 
ハラスメント相談窓口 同上 16 名 

苦情・相談の受付 

苦情・相談の具体的事項を防止委員会に報告 
７件 

 



別紙様式４－２－２ 
京都教育大学 

基準４－２ 学生に対して、生活や進路、課外活動、経済面での援助等に関する相談・助言、支援が行われていること 
 

分析項目４－２－２ 学生の部活動や自治会活動等の課外活動が円滑に行われるよう、必要な支援を行っていること 

 

【分析の手順】  

・課外活動の支援について、課外活動団体数、課外活動施設設備の整備、及び運営資金や備品貸与等の支援の状況を確認する。 

※大学が組織として支援すべき部活動等の範囲については、大学の判断による。ただし、あくまでも大学の組織的活動として分析することが必要。  

※課外活動団体等への支援実績を示す資料は、あくまでも大学の支援の実績であり、部等の活動実績そのものを評価するものではない。 

 

・課外活動に係る支援状況一覧（別紙様式４－２－２） 

 

課外活動団体数 74 団体 

 

支援の分類 内容 備考 

課外活動施設設備の整備 

体育系・文化系課外活動共用施設（部室 約 40 室）、合宿所  

大学会館（学生自治会、学園祭実行委員会、体育会、文化会、ゼミナール委員会の団体連絡室に加え、大集会室、中集会室、

集会室５室、共通演習室５室、和室を設置）  

講堂、講義室（Ａ棟～Ｄ棟のみ、授業以外の時間帯に限り使用可）  

体育施設（陸上競技場、野球場、サッカー場、テニスコート、弓道場、武道場、プール、体育館、トレーニングセンター）  

運営資金 
課外活動教育費 237 万円・厚生補導設備費 500 万円（平成 30 年度予算配分額） 

本学独自の学生科研費「e-Project@kyokyo」には、１件あたり最大 15 万円を補助  

備品貸与 
映像機器（デジタルビデオカメラ等）、音響機器（アンプ等）、照明機器（スポットライト等）、その他（集会用テント、長机、

パイプ椅子等）  

 



別紙様式４－２－５ 
京都教育大学 

基準４－２ 学生に対して、生活や進路、課外活動、経済面での援助等に関する相談・助言、支援が行われていること 
 

分析項目４－２－５ 学生に対する経済面での援助を行っていること 

 

【分析の手順】  

・奨学金制度の整備状況と当該窓口の周知及び利用実績について確認する。 

・入学料・授業料免除、奨学金（給付、貸与）、学生寄宿舎等、各大学固有の事情等に応じて、学生の経済面の援助が行われているかについて確認する。 

 

・経済的支援の整備状況、利用実績一覧（別紙様式４－２－５） 

奨学金制度窓口の周知方法 

・オリエンテーション 

・ウェブサイト 

・掲示板 

 

支援の内容 担当する組織名称 根拠規定 配置された人員 支援の実績 財源 

大学独自の奨学金制度 学生課 4-2-5-03_同窓会奨学金規程 14 名 延べ６名（各 10 万円） 教育研究支援基金 

入学料の免除 同上 
（再掲）1-3-1-02_学則 （第 37 条） 

4-2-5-04_授業料等免除及び徴収猶予規程 
14 名 免除実施額 423 千円 ３名 運営費交付金 

授業料の免除 同上 同上 14 名 

免除実施額 69,727 千円 

前期：全額 25 名、半額又は一部 133 名 

後期：全額 111 名、半額又は一部 34 名 

運営費交付金 

寄宿舎の整備 

施設課（施設整備） （再掲）1-3-1-02_学則 （第 47 条） 

4-2-5-05_学生寮規程 

4-2-5-06_国際交流会館規程 

11 名 入居状況：男子寮（68 名）、女子寮（66

名）、国際交流会館（単身室 25 室、夫婦

室１室、家族室１室） 

施設整備費補助金 

運営費交付金 学生課（管理） 14 名 

 



別紙様式５－２－１ 
京都教育大学 

基準５－２ 学生の受入が適切に実施されていること 
 

分析項目５－２－１ 学生受入方針に沿って、受入方法を採用しており、実施体制により公正に実施していること 

 

【分析の手順】  

・学士課程、大学院課程ともに入試の種類ごとに、入学者選抜の方法（学力検査、面接等）が入学者選抜の基本方針に適合していることを確認する。 

・面接が含まれている場合は、面接要領等があることを確認する。 

・実施体制の整備状況（組織の役割、構成、人的規模・バランス、組織間の連携・意思決定プロセス・責任の所在等）を確認する。 

 

・入学者選抜の方法一覧（別紙様式５－２－１） 

学部・研究科 入試の種類 選抜方法 募集要項の記載ページ 

教育学部 
一般入試（前期・後期） 

大学入試センター試験の利用、個別学力検査等（筆記試

験、小論文、実技、面接） 
https://www.kyokyo-u.ac.jp/admission/gakubu/ 

特別入試（推薦入試、地域指定推薦入試） 書類等選考、小論文、実技、面接 〃 

教育学研究科 一般入試 筆記試験、小論文、実技、口述試験 https://www.kyokyo-u.ac.jp/admission/daigakuin/ 

連合教職実践研究科 一般入試 筆記試験、小論文、口述試験 〃 

 



別紙様式６－４－４ 
京都教育大学（教育学部） 

基準６－４ 学位授与方針及び教育課程方針に則して、適切な授業形態、学習指導法が採用されていること 
 

分析項目６－４－４ 教育上主要と認める授業科目は、原則として専任の教授・准教授が担当していること 

 

【分析の手順】 

・教育上主要と認める授業科目の定義を確認する。 

・教育上主要と認める授業科目への専任の教授又は准教授の配置状況（該当する授業科目数、そのうち専任の教授又は准教授が担当する科目数、専任の講師

が担当する科目数）を確認する。 

※実際に授業を担当しない場合でも、専任の教授又は准教授が授業の内容、実施、成績に関して責任を持っている場合は、その授業科目を分析項目の状況に

準ずるものとして分析することが可能 

 

・教育上主要と認める授業科目（別紙様式６－４－４） 

教育研究上の基本組織 

又は 教育課程 
教育上主要と認める授業科目の定義 授業科目数 

専任の教授又は准教授が 

担当する科目数 
備考 

教育学部 教員免許状取得のための科目 292 科目 248 科目  

※基本組織の中で複数の課程に分かれている場合は、適宜行を追加し作成してください。ただし、教育課程方針の策定単位との整合性に留意してください。 



別紙様式６－４－４ 
京都教育大学（教育学研究科） 

基準６－４ 学位授与方針及び教育課程方針に則して、適切な授業形態、学習指導法が採用されていること 
 

分析項目６－４－４ 教育上主要と認める授業科目は、原則として専任の教授・准教授が担当していること 

 

【分析の手順】 

・教育上主要と認める授業科目の定義を確認する。 

・教育上主要と認める授業科目への専任の教授又は准教授の配置状況（該当する授業科目数、そのうち専任の教授又は准教授が担当する科目数、専任の講師

が担当する科目数）を確認する。 

※実際に授業を担当しない場合でも、専任の教授又は准教授が授業の内容、実施、成績に関して責任を持っている場合は、その授業科目を分析項目の状況に

準ずるものとして分析することが可能 

 

・教育上主要と認める授業科目（別紙様式６－４－４） 

教育研究上の基本組織 

又は 教育課程 
教育上主要と認める授業科目の定義 授業科目数 

専任の教授又は准教授が 

担当する科目数 
備考 

教育学研究科 教員免許状取得のための科目 269 科目 241 科目  

※基本組織の中で複数の課程に分かれている場合は、適宜行を追加し作成してください。ただし、教育課程方針の策定単位との整合性に留意してください。 



別紙様式６－５－１ 
京都教育大学（教育学部） 

基準６－５ 学位授与方針に則して、適切な履修指導、支援が行われていること 
 

分析項目６－５－１ 学生のニーズに応え得る履修指導の体制を組織として整備し、指導、助言が行われていること 

 

【分析の手順】 

・ガイダンス、担任制、学習成果の状況の組織的把握と対応、学習計画の指導、能力別クラス分け、基礎学力不足の学生に対する指導、助言等が行われて

いることを確認する。 

・通信教育を行う課程を置いている場合は、そのための履修指導の体制を組織として整備し、指導、助言が行われていることを確認する。 

・授業科目への学術の発展動向（担当教員の研究成果を含む。）の反映、他学部の授業科目の履修、編入学や秋期入学への配慮、修士（博士前期）課程教育

との連携、国内外の他大学との単位互換・交換留学制度の実施、ダブル・ディグリー制度の導入等の取組を積極的に行っている場合は、その状況につい

ても確認する。 

 

・履修指導の実施状況（別紙様式６－５－１） 

取組 実施組織 実施状況 

ガイダンス 教務課 年度当初に新入生を対象として、年度末に在学生（新２・３回生）を対象として実施している。 

指導教員による履修指導、履修カルテの活用 教育学部 

入学時より指導教員制を取り、指導教員による履修指導・進路面談を実施している。履修指導の際、各教員は履

修カルテを活用して、学生の学習内容や理解度の状況、成績や自己評価などを確認し、指導を充実させている。

履修指導等の実施状況については、前期・後期ごとに集計し、その結果を教授会で報告・共有している。また、

修得単位僅少学生への対応としては、指導教員へ通知することで、よりきめ細かな指導を行うよう促している。 

能力別クラス分け（外国語クラス） 教育学部 年度当初の英語プレイスメントテスト（新入生対象）の結果により、習熟度別クラスを編成し指導している。 

リメディアル教育の実施 教育学部 
技術領域専攻Ａ型推薦入試での入学者を対象にリメディアル教育を実施している。 

理科領域専攻の入学者を対象に、高校で学習していない分野を指導する基礎科目を設置している。 

授業科目への学術の発展動向の反映 教育学部 

担当教員の出版本をテキストや参考書として使用している現代的教育課題に関連する授業科目の例としては、「道

徳の理論及び指導法」「生徒指導・進路指導の理論及び方法」「特別支援教育」などが挙げられる。また、多くの

授業で、幼稚園教育要領解説や学習指導要領解説等の最新版をテキストや参考書として使用している。 



別紙様式６－５－１ 
京都教育大学（教育学部） 

修士課程の授業科目の先行履修 
６年制教員養成高

度化コース 

６年制教員養成高度化コースに所属する学生は、学部４回生で教育学研究科の自専修科目を先行履修することと

している。（前期・後期各２単位） 

単位互換制度 教育学部 大学コンソーシアム京都（履修者７名、単位修得者５名） 

留学先での単位取得状況 教育学部 カナダ・ケベック大学モントリオール校（１名、３単位認定） 

交換留学制度 教育学部 
カナダ・ケベック大学モントリオール校（４名派遣） 

アメリカ合衆国・東ミシガン大学（１名派遣） 

 



別紙様式６－５－１ 
京都教育大学（教育学研究科） 

基準６－５ 学位授与方針に則して、適切な履修指導、支援が行われていること 
 

分析項目６－５－１ 学生のニーズに応え得る履修指導の体制を組織として整備し、指導、助言が行われていること 

 

【分析の手順】 

・ガイダンス、担任制、学習成果の状況の組織的把握と対応、学習計画の指導、能力別クラス分け、基礎学力不足の学生に対する指導、助言等が行われて

いることを確認する。 

・通信教育を行う課程を置いている場合は、そのための履修指導の体制を組織として整備し、指導、助言が行われていることを確認する。 

・授業科目への学術の発展動向（担当教員の研究成果を含む。）の反映、他学部の授業科目の履修、編入学や秋期入学への配慮、修士（博士前期）課程教育

との連携、国内外の他大学との単位互換・交換留学制度の実施、ダブル・ディグリー制度の導入等の取組を積極的に行っている場合は、その状況につい

ても確認する。 

 

・履修指導の実施状況（別紙様式６－５－１） 

取組 実施組織 実施状況 

ガイダンス 教務課 年度当初に新入生を対象として実施している。 

指導教員による履修指導 教育学研究科 
入学時より指導教員制を取り、指導教員による履修指導・進路面談を実施している。履修指導等の実

施状況については、前期・後期ごとに集計し、その結果を教授会で報告・共有している。 

単位互換制度 教育学研究科 京都大学大学院教育学研究科（履修者３名、単位修得者３名）  

連合教職実践研究科の授業科目の履修 教育学研究科 京都教育大学大学院連合教職実践研究科（履修者 10 名、単位修得者 10 名） 

 



別紙様式６－５－２ 
京都教育大学（教育学部） 

基準６－５ 学位授与方針に則して、適切な履修指導、支援が行われていること 
 

分析項目６－５－２ 学生のニーズに応え得る学習相談の体制を整備し、助言、支援が行われていること 

 

【分析の手順】 

・オフィスアワーの設定、ネットワークを活用した学習相談等、各大学固有の事情等に応じて、学習相談、助言等の学習支援が行われているかについて確

認する。 

・通信教育を行う課程を置いている場合は、学習相談の体制を整備し、学習相談、助言等の学習支援が行われていることを確認する。 

 

・学習相談の実施状況（別紙様式６－５－２） 

取組 実施組織 実施状況 

オフィスアワー 教育学部 各教員への連絡先を記した一覧表を学生課窓口で配布している。 

学習相談デスクの設置 附属図書館 平成 30 年度相談件数：35 件 

 



別紙様式６－５－２ 
京都教育大学（教育学研究科） 

基準６－５ 学位授与方針に則して、適切な履修指導、支援が行われていること 
 

分析項目６－５－２ 学生のニーズに応え得る学習相談の体制を整備し、助言、支援が行われていること 

 

【分析の手順】 

・オフィスアワーの設定、ネットワークを活用した学習相談等、各大学固有の事情等に応じて、学習相談、助言等の学習支援が行われているかについて確

認する。 

・通信教育を行う課程を置いている場合は、学習相談の体制を整備し、学習相談、助言等の学習支援が行われていることを確認する。 

 

・学習相談の実施状況（別紙様式６－５－２） 

取組 実施組織 実施状況 

指導教員制度 教育学研究科 適宜、相談・助言を実施している。 

オフィスアワー 教育学研究科 各教員への連絡先を記した一覧表を学生課窓口で配布している。 

 



別紙様式６－５－３ 
京都教育大学（教育学部） 

基準６－５ 学位授与方針に則して、適切な履修指導、支援が行われていること 
 

分析項目６－５－３ 社会的・職業的自立を図るために必要な能力を培う取組を実施していること 

 

【分析の手順】 

・インターンシップ等の実施状況を確認する。 

・その他教育課程の目的に応じた取組を確認する。 

 

・社会的・職業的自立を図るために必要な能力を培う取組（別紙様式６－５－３） 

取組 実施組織 実施状況 

実地教育プログラムの実施 実地教育運営委員会 

１回生：公立学校等訪問研究（327 名） 

２回生：附属学校参加実習（327 名） 

３回生：教育実習（主免・基礎免実習）（328 名）、教育実習（障害児教育実習）（11 名）、 

介護等体験（318 名）、公立学校インターンシップ（70 名） 

４回生：教育実習（副免実習）（245 名）、教育実習（障害児教育実習）（55 名）、 

公立学校等教育実習（オプション実習）（９名） 

学校ボランティア活動の支援 
教職キャリア高度化センター（ボランテ

ィアオフィス） 
ボランティアオフィスを介して行った学校ボランティア経験者：148 名（平成 29 年度） 

 



別紙様式６－５－３ 
京都教育大学（教育学研究科） 

基準６－５ 学位授与方針に則して、適切な履修指導、支援が行われていること 
 

分析項目６－５－３ 社会的・職業的自立を図るために必要な能力を培う取組を実施していること 

 

【分析の手順】 

・インターンシップ等の実施状況を確認する。 

・その他教育課程の目的に応じた取組を確認する。 

 

・社会的・職業的自立を図るために必要な能力を培う取組（別紙様式６－５－３） 

取組 実施組織 実施状況 

公立学校等での実習 実地教育運営委員会 教員インターン実習Ⅰ（受講者６名） 

実践的な内容を含む修士論文の執筆 教育学研究科運営委員会 
修士論文について、教育実践に即した内容を含むことを義務付けている。 

平成 30 年度修了者 59 名 

資格取得の支援 
教育学研究科の教育・発達心理学

コース、教育臨床心理学コース 

臨床発達心理士の受験資格取得者（５名）、学校心理士の受験資格取得者（５名）、臨床心理士の受験資

格取得者（11 名） 

 



別紙様式６－５－４ 
京都教育大学（教育学部） 

基準６－５ 学位授与方針に則して、適切な履修指導、支援が行われていること 
 

分析項目６－５－４ 障害のある学生、留学生、その他履修上特別な支援を要する学生に対する学習支援を行う体制を整えていること 

 

【分析の手順】  

・履修上特別な支援を要する学生への学習支援については、あらかじめこれらの学生の人数等に関するデータを把握した上で、各大学固有の事情等に応じ

て行われている学習支援の実施状況について確認する。 

・特に障害のある学生については、関係法令の趣旨を考慮して確認する。 

・その他履修上特別な支援を行うことが必要と考えられる学生が現在在籍していない場合でも、各大学固有の事情等に応じて学習支援を行うことのできる

状況にあるかについて確認する。 

※施設・設備のバリアフリー化への対応については、基準４－１において確認 

 

・履修上特別な支援を要する学生等に対する学習支援の状況（別紙様式６－５－４） 

対象 実施組織 実施状況 

障害のある学生 教学支援室（障がい学生サポートチーム） 授業担当教員への配慮依頼、ノートテイカーの配置等 

留学生 国際交流委員会 チューターの配置、指導教員による月例報告（留学生指導報告書）等 

その他履修上特別な支援を要する学生 教学支援室 授業担当教員への配慮依頼等 

 



別紙様式６－５－４ 
京都教育大学（教育学研究科） 

基準６－５ 学位授与方針に則して、適切な履修指導、支援が行われていること 
 

分析項目６－５－４ 障害のある学生、留学生、その他履修上特別な支援を要する学生に対する学習支援を行う体制を整えていること 

 

【分析の手順】  

・履修上特別な支援を要する学生への学習支援については、あらかじめこれらの学生の人数等に関するデータを把握した上で、各大学固有の事情等に応じ

て行われている学習支援の実施状況について確認する。 

・特に障害のある学生については、関係法令の趣旨を考慮して確認する。 

・その他履修上特別な支援を行うことが必要と考えられる学生が現在在籍していない場合でも、各大学固有の事情等に応じて学習支援を行うことのできる

状況にあるかについて確認する。 

※施設・設備のバリアフリー化への対応については、基準４－１において確認 

 

・履修上特別な支援を要する学生等に対する学習支援の状況（別紙様式６－５－４） 

対象 実施組織 実施状況 

障害のある学生 教学支援室 
支援を要する学生は在籍していない。（平成 30 年度） 

（教育学部と同様に、学生の状況に応じて、授業担当教員への配慮依頼等の支援について検討する。） 

留学生 国際交流委員会 
支援を要する学生は在籍していない。（平成 30 年度） 

（教育学部と同様に、学生の状況に応じて、チューターの配置等の支援について検討する。） 

その他履修上特別な支援を要する学生 教学支援室 
支援を要する学生は在籍していない。（平成 30 年度） 

（教育学部と同様に、学生の状況に応じて、授業担当教員への配慮依頼等の支援について検討する。） 

 



別紙様式６－８－１ 
京都教育大学（教育学部） 

基準６－８ 大学等の目的及び学位授与方針に則して、適切な学習成果が得られていること 
 

分析項目６－８－１ 標準修業年限内の卒業（修了）率及び「標準修業年限×1.5」年内卒業（修了）率、資格取得等の状況が、大学等の目的及び学位授与

方針に則した状況にあること 

 

【分析の手順】 

・学部、研究科等ごとの標準修業年限内の卒業（修了）率及び「標準修業年限×1.5」年内卒業（修了）率（過去５年分）を算出し確認する。 

・大学等の目的及び学位授与方針に則した資格の取得者数を確認する（卒業が受験資格となるものは必須）。 

・大学院課程においては、研究活動の実績の状況が、大学等の目的及び学位授与方針に則して妥当なものであることを確認する。 

 

・標準修業年限内の卒業（修了）率（過去５年分）（別紙様式６－８－１） 

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

87.8％ 89.4％ 87.8％ 90.4％ 88.6％ 

 

・「標準修業年限×1.5」年内卒業（修了）率（過去５年分）（別紙様式６－８－１） 

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

93.9％ 96.2％ 95.0％ 95.6％ 95.1％ 

 



別紙様式６－８－１ 
京都教育大学（教育学研究科） 

基準６－８ 大学等の目的及び学位授与方針に則して、適切な学習成果が得られていること 
 

分析項目６－８－１ 標準修業年限内の卒業（修了）率及び「標準修業年限×1.5」年内卒業（修了）率、資格取得等の状況が、大学等の目的及び学位授与

方針に則した状況にあること 

 

【分析の手順】 

・学部、研究科等ごとの標準修業年限内の卒業（修了）率及び「標準修業年限×1.5」年内卒業（修了）率（過去５年分）を算出し確認する。 

・大学等の目的及び学位授与方針に則した資格の取得者数を確認する（卒業が受験資格となるものは必須）。 

・大学院課程においては、研究活動の実績の状況が、大学等の目的及び学位授与方針に則して妥当なものであることを確認する。 

 

・標準修業年限内の卒業（修了）率（過去５年分）（別紙様式６－８－１） 

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

83.3％ 87.0％ 82.3％ 81.7％ 79.7％ 

 

・「標準修業年限×1.5」年内卒業（修了）率（過去５年分）（別紙様式６－８－１） 

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

90.8％ 90.9％ 92.2％ 88.7％ 91.5％ 

 



別紙様式６－８－１ 
京都教育大学（連合教職実践研究科） 

基準６－８ 大学等の目的及び学位授与方針に則して、適切な学習成果が得られていること 
 

分析項目６－８－１ 標準修業年限内の卒業（修了）率及び「標準修業年限×1.5」年内卒業（修了）率、資格取得等の状況が、大学等の目的及び学位授与

方針に則した状況にあること 

 

【分析の手順】 

・学部、研究科等ごとの標準修業年限内の卒業（修了）率及び「標準修業年限×1.5」年内卒業（修了）率（過去５年分）を算出し確認する。 

・大学等の目的及び学位授与方針に則した資格の取得者数を確認する（卒業が受験資格となるものは必須）。 

・大学院課程においては、研究活動の実績の状況が、大学等の目的及び学位授与方針に則して妥当なものであることを確認する。 

 

・標準修業年限内の卒業（修了）率（過去５年分）（別紙様式６－８－１） 

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

93.8％ 96.8％ 95.3％ 94.8％ 98.3％ 

 

・「標準修業年限×1.5」年内卒業（修了）率（過去５年分）（別紙様式６－８－１） 

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

95.3％ 95.3％ 98.4％ 98.4％ 96.6％ 

 



別紙様式６－８－２ 
京都教育大学（教育学部） 

基準６－８ 大学等の目的及び学位授与方針に則して、適切な学習成果が得られていること 
 

分析項目６－８－２ 就職（就職希望者に対する就職者の割合）及び進学の状況が、大学等の目的及び学位授与方針に則した状況にあること 

 

【分析の手順】 

・就職率（就職希望者に対する就職者の割合）及び進学率の状況が、大学等の目的及び学位授与方針に則して妥当なものであること等を確認する。 

・就職先、進学先の状況が、大学等の目的及び学位授与方針に則して妥当なものであること等を確認する。 

 

・就職率(就職希望者に対する就職者の割合)及び進学率の状況（別紙様式６－８－２） 

 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 主な進学先/就職先 

卒業者（A） 300 302 301 307 312  

進学者（B）  38  51  50  53  47 京都教育大学大学院教育学研究科 

京都教育大学大学院連合教職実践研究科 進学率（B/A） 12.7％ 16.9％ 16.6％ 17.3％ 15.1％ 

就職希望者（C） 258 241 246 252 259 

各都道府県教育委員会 

国立・私立学校 

就職者（D） 248 237 239 251 247 

卒業者に対する就職率（D/A） 82.7％ 78.5％ 79.4％ 81.8％ 79.2％ 

就職希望者に対する就職率（D/C） 96.1％ 98.3％ 97.2％ 99.6％ 95.4％ 

平成 26～29 年度卒業者については翌年度 10/1 時点、平成 30 年度卒業者については翌年度 5/1 時点 



別紙様式６－８－２ 
京都教育大学（教育学研究科） 

基準６－８ 大学等の目的及び学位授与方針に則して、適切な学習成果が得られていること 
 

分析項目６－８－２ 就職（就職希望者に対する就職者の割合）及び進学の状況が、大学等の目的及び学位授与方針に則した状況にあること 

 

【分析の手順】 

・就職率（就職希望者に対する就職者の割合）及び進学率の状況が、大学等の目的及び学位授与方針に則して妥当なものであること等を確認する。 

・就職先、進学先の状況が、大学等の目的及び学位授与方針に則して妥当なものであること等を確認する。 

 

・就職率(就職希望者に対する就職者の割合)及び進学率の状況（別紙様式６－８－２） 

 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 主な進学先/就職先 

修了者（A） 56 68 52 61 61  

進学者（B） 2 3 0 3 3 
 

進学率（B/A） 3.6％ 4.4％ 0.0％ 4.9％ 4.9％ 

就職希望者（C） 46 54 47 50 45 

各都道府県教育委員会 

国立・私立学校 

就職者（D） 46 52 47 49 42 

修了者に対する就職率（D/A） 82.1％ 76.5％ 90.4％ 80.3％ 68.9％ 

就職希望者に対する就職率（D/C） 100.0％ 96.3％ 100.0％ 98.0％ 93.3％ 

平成 26～29 年度修了者については翌年度 10/1 時点、平成 30 年度修了者については翌年度 5/1 時点 

参考）各年度の修了者には、現職教員等の有職者が含まれている。これを除くと、(A)、(B/A)、(D/A)の数値は以下のとおりとなる。 

 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

修了者（A） 49 57 47 54 50 

進学率（B/A） 4.1％ 5.3％ 0.0％ 5.6％ 6.0％ 

修了者に対する就職率（D/A） 93.9％ 91.2％ 100.0％ 90.7％ 84.0％ 

 



別紙様式６－８－２ 
京都教育大学（連合教職実践研究科） 

基準６－８ 大学等の目的及び学位授与方針に則して、適切な学習成果が得られていること 
 

分析項目６－８－２ 就職（就職希望者に対する就職者の割合）及び進学の状況が、大学等の目的及び学位授与方針に則した状況にあること 

 

【分析の手順】 

・就職率（就職希望者に対する就職者の割合）及び進学率の状況が、大学等の目的及び学位授与方針に則して妥当なものであること等を確認する。 

・就職先、進学先の状況が、大学等の目的及び学位授与方針に則して妥当なものであること等を確認する。 

 

・就職率(就職希望者に対する就職者の割合)及び進学率の状況（別紙様式６－８－２） 

 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 主な進学先/就職先 

修了者（A） 62 66 60 58 60  

進学者（B） 0 0 0 0 2 
 

進学率（B/A） 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 3.3％ 

就職希望者（C） 50 51 46 46 42 

各都道府県教育委員会 

国立・私立学校 

就職者（D） 49 51 46 46 42 

修了者に対する就職率（D/A） 79.0％ 77.3％ 76.7％ 79.3％ 70.0％ 

就職希望者に対する就職率（D/C） 98.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 

平成 26～29 年度修了者については翌年度 10/1 時点、平成 30 年度修了者については翌年度 5/1 時点 

参考）各年度の修了者には、現職教員等の有職者が含まれている。これを除くと、(A)、(B/A)、(D/A)の数値は以下のとおりとなる。 

 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

修了者（A） 50 52 47 46 49 

進学率（B/A） 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 4.1％ 

修了者に対する就職率（D/A） 98.0％ 98.1％ 97.9％ 100.0％ 85.7％ 
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その他 ― 176,663 0 0 176,663

校地面積計 14,690 150,914 0 0 150,914

0 37,946

共用する他の学校等の専用 計

校
　
　
舎
　
　
等

区　　　分 基準面積 専用 共用 共用する他の学校等の専用

教
員
研
究
室

学部・研究科等の名称 室　　　数

連合教職実践研究科

計

校舎面積計 7,169 38,230 0

教
室
等
施
設

区　　　分 講義室 演習室

校
地
等

区　　　分 基準面積 専用 共用

運 動 場 用 地 ― 37,946 0

教育学部・教育学研究科

備 考専任
教員

基準数うち
教授数

うち実務家
専任教員数

うち
教授数

うち実務家
教員数

うちみなし
専任教員数

うちみなし
教員数

非常勤
教員

専
門
職
学
位
課
程

研究科・専攻等の名称

専　　任　　教　　員

助手

連合教職実践研究科　教職実践専攻 22 14 10 4 11 6 5 3 0

計 14 10 4 6 5 311 0

非常勤
教員

大
学
院
課
程

研究科・専攻等の名称

研究指導教員及び研究指導補助教員

計 68 59 30 98 24 16 16 40 0

研究指導
補助教員
基準数

基準数計うち
教授数

うち
教授数

40 059 30 98 24 16 16

教
員
組
織

学
士
課
程

学部・学科等の名称
専　　任　　教　　員　　等 非常勤

教員教授 准教授 講師

0 172

助教 計 基準数 助手うち教授数

0

22

助手

教育学研究科（Ｍ） 68

備 考研究指導
教員

研究指導
補助教員

学生募集停止中の学部・研究科等

別
科
・
専
攻
科
等

特別支援教育特別専攻科 京都市伏見区深草藤森町１番地

平成20年4月1日

昭和49年4月1日

別科・専攻科等の名称 開設年月日 所　　在　　地

専
門
職
学
位
課
程

研究科・専攻等の名称 開設年月日 所　　在　　地

連合教職実践研究科

　教職実践専攻

　学校教育専攻

教育学研究科

所　　在　　地

平成2年4月1日

平成2年4月1日

平成2年4月1日

平成12年4月1日 京都市伏見区深草藤森町１番地

認証評価共通基礎データ様式【大学用】様式１（令和元年５月１日現在）

事 項 記 入 欄 備 考

大 学 の 名 称 国立大学法人京都教育大学

学 校 本 部 の 所 在 地 京都市伏見区深草藤森町１番地

教
育
研
究
組
織

学
士
課
程

学部・学科等の名称 開設年月日 所　　在　　地

教育学部

　学校教育教員養成課程

備 考

　障害児教育専攻

　教科教育専攻

大
学
院
課
程

研究科・専攻等の名称 開設年月日 備 考

― ― ― ― ―

31 16 0

15 8 ― ―

計 62 33 7 0 102 172

（大学全体の収容定員に応じた教員数）

計
研究指導

教員
基準数

備 考

102 16 8教育学部　学校教育教員養成課程 62 33 7

専任教員一人
あたりの在籍

学生数

　
施
設
・
設
備
等



〔 72,790 〕 冊 〔 1,233 〕 種 〔 6,995 〕 種

〔 ― 〕 〔 ― 〕 〔 ― 〕

〔 ― 〕 〔 ― 〕 〔 ― 〕

〔 72,790 〕 〔 1,233 〕 〔 6,995 〕

㎡

［注］
１　学部・学科、大学院研究科・専攻、別科・専攻科、研究所等ごとに記載してください（通信教育課程を含む）。
２　教養教育科目、外国語科目、保健体育科目、教職科目等を担当する独立の組織や、附置研究所、附属病院等がある場合には、
　　「別科・専攻科等」の欄に記載してください。
３　所在地について、２以上の校地において行う場合で当該校地にキャンパス名称があれば、当該所在地の後に「○○キャンパス」
　　と記載してください。
４

５　専任教員数の記入に際しては、休職、サバティカル制度等により一時的に大学を離れている場合も専任教員に算入してください。
　　ただし、大学設置基準第１１条における「授業を担当しない教員」については含めないでください。
６　「非常勤教員」の欄には、客員教員や特任教員等で専任の教員は含みません。
７　他の学部・学科等に所属する専任の教員であって、当該学部・学科等の授業科目を担当する教員（兼担）は、「非常勤教員」の欄
　　には含めないでください。また、「専任教員等」の各欄にも含めないでください。

 サテライトキャンパス ― ― ―

席

図書〔うち外国書〕 学術雑誌〔うち外国書〕

体育館その他の施設 体育館面積

藤森キャンパス 2,248

 △△キャンパス ―

計 448,742 6,742

図
書
館
・
図
書
資
料
等

図書館等の名称

図書館等の名称

 △△図書館△△分館 ― ―

附属図書館 448,742 6,742

㎡ 285

― ―

面積 閲覧座席数

電子ジャーナル〔うち国外〕

6,995

―

6,995

 サテライトキャンパス ― ―

4,482

 ○○図書館△△分館

附属図書館

 ・大学通信教育設置基準第９条別表第一(備考に規定する事項を含む。)

 教員組織の欄には、教育研究組織の欄で記載した組織単位で専任教員数を記入してください。また、上記２に記載した、
 学部教育を担当する独立の組織がある場合には､組織名は、「学部・学科等の名称」の欄に「その他の組織等（◯○）」と記載し、専
任教員数を記載してください。なお、その場合は、「基準数（及び「教授数」）」の欄は「―」としてください。

　
施
設
・
設
備
等

８　専任教員、研究指導教員及び研究指導補助教員の基準数については、それぞれ以下に定める教員数を記載してください。
　　・大学設置基準第１３条別表第一及び別表第二(備考に規定する事項を含む。)

 ・大学院設置基準第９条の規定に基づく「大学院に専攻ごとに置くものとする教員の数について定める件」（平成11年文部省告示
　 第175号）別表第一、別表第二及び別表第三(備考に規定する事項を含む。)
 ・「専門職大学院に関し必要な事項について定める件」（平成15年文部科学省告示第53号）第１条及び第２条

16　「教員研究室」の欄は、専任教員数に算入していない教員の研究室は記入する必要はありません。なお、複数の助教等が共同して
　　１室で執務する場合は、教員数を室数に換算してください。

　　　（平成15年文部科学省告示第53号）第２条に定める実務の経験及び高度の実務の能力を有する専任教員（実務家専任教員）、
　　及び１年につき６単位以上の授業科目を担当し教育課程の編成その他専門職学位課程を置く組織の運営に責任を担う専任教員
　　以外の者（みなし専任教員）の教員数を記入してください。
10　「専任教員１人あたりの在籍学生数」の欄には、様式２の在籍学生数／本表の専任教員数計により、算出してください。
11　「校舎敷地面積」、「運動場用地」の欄は、大学設置基準上算入できるものを含めてください。

15　「基準面積」の欄は、大学設置基準第３７条における「大学における校地」の面積（附属病院以外の附属施設用地及び寄宿舎の
　　面積を除く。）または大学通信教育設置基準第１０条の校舎等の施設の面積としてください。

14　校地面積、校舎面積の「専用」の欄には、当該大学が専用で使用する面積を記入してください。「共用」の欄には、当該大学が
　　他の学校等と共用する面積を記入してください。「共用する他の学校等の専用」の欄には、当該大学の敷地を共用する他の学校等
　　が専用で使用する敷地面積を記入してください。

12　寄宿舎その他大学の附属病院以外の附属施設（大学設置基準第３９条第１項を参照）用地、附置研究所用地、駐車場、大学生協用地
　　など大学設置基準上「校地」に算入できない面積は「校地等」の「その他」の欄に記入してください。
13　「校舎面積計」の欄は、学校基本調査の学校施設調査票（様式第２０号）における学校建物の用途別面積の「校舎」の面積の合計
　　としてください。

９　「うち実務家専任教員数」「うちみなし専任教員数」の欄については、「専門職大学院に関し必要な事項について定める件」



学
部
名

学
科
名

項目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
入学定員に対
する平均比率

志願者数 959 928 904 888 938
合格者数 337 339 334 332 331
入学者数 316 329 324 326 327
入学定員 300 300 300 300 300

入学定員充足率 105% 110% 108% 109% 109%
在籍学生数 1,337 1,343 1,349 1,352 1,355
収容定員 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200

収容定員充足率 111% 112% 112% 113% 113%

志願者数 959 928 904 888 938
合格者数 337 339 334 332 331
入学者数 316 329 324 326 327
入学定員 300 300 300 300 300

入学定員充足率 105% 110% 108% 109% 109%
在籍学生数 1,337 1,343 1,349 1,352 1,355
収容定員 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200

収容定員充足率 111% 112% 112% 113% 113%

＜編入学＞

学
部
名

学
科
名

項目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

入学者数（２年次） 3 9 5 4 0
入学定員（２年次） 0 0 0 0 0
入学者数（３年次） 0 0 0 0 0
入学定員（３年次） 0 0 0 0 0
入学者数（４年次） 0 0 0 0 0
入学定員（４年次） 0 0 0 0 0

入学者数（２年次） 3 9 5 4 0
入学定員（２年次） 0 0 0 0 0
入学者数（３年次） 0 0 0 0 0
入学定員（３年次） 0 0 0 0 0
入学者数（４年次） 0 0 0 0 0
入学定員（４年次） 0 0 0 0 0

研
究
科
名

専
攻
名

項目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
入学定員に対
する平均比率

志願者数 75 69 72 50 23
合格者数 32 24 24 25 15
入学者数 19 21 15 13 13
入学定員 17 17 17 17 17

入学定員充足率 112% 124% 88% 76% 76%
在籍学生数 45 42 38 33 30
収容定員 34 34 34 34 34

収容定員充足率 132% 124% 112% 97% 88%
志願者数 7 5 4 8 6
合格者数 6 4 3 8 5
入学者数 5 4 3 7 4
入学定員 5 5 5 5 5

入学定員充足率 100% 80% 60% 140% 80%
在籍学生数 12 10 9 13 14
収容定員 10 10 10 10 10

収容定員充足率 120% 100% 90% 130% 140%
志願者数 74 78 63 68 46
合格者数 45 50 52 44 38
入学者数 38 46 46 33 33
入学定員 35 35 35 35 35

入学定員充足率 109% 131% 131% 94% 94%
在籍学生数 96 92 100 88 76
収容定員 70 70 70 70 70

収容定員充足率 137% 131% 143% 126% 109%

志願者数 156 152 139 126 75
合格者数 83 78 79 77 58
入学者数 62 71 64 53 50
入学定員 57 57 57 57 57

入学定員充足率 109% 125% 112% 93% 88%
在籍学生数 153 144 147 134 120
収容定員 114 114 114 114 114

収容定員充足率 134% 126% 129% 118% 105%

研
究
科
名

専
攻
名

項目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
入学定員に対
する平均比率

志願者数 88 70 69 66 74
合格者数 66 64 66 60 65
入学者数 64 58 60 58 54
入学定員 60 60 60 60 60

入学定員充足率 107% 97% 100% 97% 90%
在籍学生数 124 115 114 111 102
収容定員 120 120 120 120 120

収容定員充足率 103% 96% 95% 93% 85%

志願者数 88 70 69 66 74
合格者数 66 64 66 60 65
入学者数 64 58 60 58 54
入学定員 60 60 60 60 60

入学定員充足率 107% 97% 100% 97% 90%
在籍学生数 124 115 114 111 102
収容定員 120 120 120 120 120

収容定員充足率 103% 96% 95% 93% 85%

連
合
教
職
実
践
研
究

科

教
職
実
践
専
攻

0.98

研究科合計 0.98

学校経営力高度化コース
では、１年で修了する「短
期履修制度」を毎年約10
名が利用している。

障
害
児
教
育
専
攻

0.92

教
科
教
育
専
攻

1.12

認証評価共通基礎データ様式【大学用】様式２（令和元年５月１日現在）

備　考

教
育
学
部

1.08

学
校
教
育
教
員
養
成

課
程

教
育
学
部

学
校
教
育
教

員
養
成
課
程

備　考

各年度の募集人員は若干名

教
育
学
研
究
科

学
校
教
育
専
攻

0.95

学　部　合　計 1.08

学　部　合　計

備　考

備　考

研究科合計 1.05



専
攻
科
名

専
攻
名

項目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
入学定員に対
する平均比率

志願者数 21 26 26 22 27
合格者数 20 25 22 18 25
入学者数 18 22 19 18 23
入学定員 35 35 35 35 35

入学定員充足率 51% 63% 54% 51% 66%
在籍学生数 18 22 20 18 23
収容定員 35 35 35 35 35

収容定員充足率 51% 63% 57% 51% 66%

志願者数 21 26 26 22 27
合格者数 20 25 22 18 25
入学者数 18 22 19 18 23
入学定員 35 35 35 35 35

入学定員充足率 51% 63% 54% 51% 66%
在籍学生数 18 22 20 18 23
収容定員 35 35 35 35 35

収容定員充足率 51% 63% 57% 51% 66%

［注］
１　学生を募集している学部・学科（課程）、研究科・専攻、専攻科・別科等ごとに行を追加して作成してください。

２　昼夜開講制をとっている学部については、昼間主コースと夜間主コースにそれぞれ分けて記入してください。
３　学部、学科の改組等により、新旧の学部、学科が併存している場合には、新旧両方を併記し、「備考」に記載してください。
４　学部・学科、研究科・専攻等が完成年度に達していない場合、その旨を備考に記載してください。
５　募集定員が若干名の場合は、「0」と記載し、入学者数については実入学者数を記載してください。
６　入学定員充足率は、入学定員に対する入学者の割合、収容定員充足率は、収容定員に対する在籍学生数の割合としてください。
７　入学定員に対する平均比率は、過去５年分の入学定員に対する入学者の比率を平均したものが自動計算されます。
８　最新年度の秋入学については別途確認します。

専攻科合計 0.57

備　考

特
別
支
援
教
育
特
別

専
攻
科

特
別
支
援
教
育
専
攻

0.57

　　ただし、学科等を追加する場合は、直下に追加しないと集計値がずれてしまうので、注意して下さい。
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